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序     文 

 

国際協力機構は、コロンビア国政府からの技術協力の要請に基づき、平成 19 年（2007 年）

2 月から 5 年間、技術協力プロジェクト「天然林の管理と持続的利用」を実施しています。 

  当機構は、協力開始後 2年 8ヶ月にあたり、本プロジェクトの進捗状況や現状を把握し、

同国のプロジェクト関係者や派遣専門家に対し、プロジェクトをより効果的・効率的に実

施するために必要な助言と指導を行うことを目的とし、平成 21 年 10 月 1 日から同年 10 月

15 日まで、当機構地球環境部課題アドバイザーの鈴木 忠徳を団長とする中間レビュー調

査団を同国に派遣しました。 

調査団は、過去の投入実績や活動の達成度を確認し、コロンビア国政府関係者との協議

等を通じ、プロジェクトの運営や事業内容等に対して必要な提言を行いました。 

この報告書が本プロジェクトの今後の推進に役立つとともに、この技術協力プロジェク

トが両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待いたします。 

終わりに、本調査に対しご協力とご支援をいただいた両国の関係者の皆様に、心から感

謝の意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

 

平成 22 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 中川 聞夫       
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略 語 表 

 

略語 西文名 和文（仮訳） 

Accion 

Social 

Agencia Presidencial para la Acción Social y 

la Cooperatión International 

社会行動と国際協力のための大統

領機構 

CAR Corporaciones Autónomas Regionales y 

Corporaciones para el Desarrollo Sostenible 

地方自治公社及び持続的開発公社

（地方環境独立法人1） 

CEDESAM Centro para el Desarrollo Sostenible パナマ持続的環境開発センター 

（旧称 CEMARE,CEDESO） 

CONIF Corporación Nacional de Investigación y 

Fomento Forestal 

国家森林研究振興公社 

DNP Department Nacional de Planeación 国家企画庁 

IDEAM Instituto de Hidrología, Metorología y 

Estudios Ambientals 

水文・気象・環境調査庁 

INCODER Instituto Colombiano de Desarrollo Rural 国家農村開発庁 

INPA Instituto Nacional de Pesquisas da Amazonia ブラジル国立アマゾン研究所 

MADR Ministerio de Agricultura y Desarrollo Rural 農業・農村開発省 

MAVDT Ministerio de Ambiente, Vivienda y 

Desarrollo Territorial 

環境・住宅・国土開発省 

PNDF Plan Nacional de Desarrollo Forestal 国家森林開発計画 

SENA Servicio Nacional de Aprendizaje 国家職業訓練庁 

SHINCHI Instituto Amazonico de Investigaciones 

Cientificas 

アマゾン科学研究所 

                                            
1 現地名称の直訳としては「地方自治公社及び持続的開発公社」が正しい。但し、組織機能的には、JICA

国別開発課題基礎情報収集調査報告書で意訳されているとおり「地方環境独立法人」というイメージも当

てはまる。本報告書では、特に組織名称について説明する場合を除き、現地における通称である「CAR（カ

ル）」を使用している。 





中間レビュー結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：コロンビア 案件：天然林の管理と持続的利用プロジェクト 

分野：環境（森林保全） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 森林・自然環境保全

第二課 

協力金額（予定）：1.9 億円 

(R/D): 2007 年 2 月～2012 年 2 月 先方関係機関：国家計画局（DNP） 

(延長): 日本側協力機関：なし 

(F/U) : 他の関連協力：なし 

 

協力

期間 

(E/N)（無償）：なし  

１-１ 協力の背景と概要 

 

コロンビア国では地方農村部の貧困緩和のため農村開発が開発課題となっている。特に非合法作物

栽培の代替生計手段の多様化が同国の国家開発戦略上の政策課題となっており、その手段として森

林・林業セクターの活性化が重視されている。同国の森林資源はおよそ 9割以上が天然林とされ 、

同国の熱帯性森林域における生物多様性は、ブラジルと並び世界有数であり、国際的にも森林保全

の意義も高い。しかし、森林面積は過去 10 年間で年平均 19 万 ha 減少していると言われており、

特に近年は農牧地拡大等に起因する違法伐採や不適切な森林管理や利用による森林資源や森林生

態系の劣化が懸念されており、適切な森林管理の実施が喫緊の課題となっている。 

 

このような状況から、「コ」国政府は、経済性と森林保全の両立に取り組むべく、森林セクターの

持続的且つ経済的な育成を目指した国家森林開発計画（PNDF）を策定し、森林・林業部門の政策・

行政制度構築並びに実施体制の強化を図っている。PNDF は三つのプログラム（保全、生産、組織

強化）と各サブプログラムから構成されており、今般、「生産」プログラムの「天然林の管理と活

用」サブプログラムの実施促進に関して日本への技術協力の要請がなされ、2007 年 2 月 18 日の専

門家派遣から本技術協力を開始した。 

 

これまでの活動実績、課題整理及び後半期間のプロジェクト運営の方向を検討・確認することを目

的として、2009 年 10 月に本中間レビューが実施された。 

 

１-２ 協力内容 

 

(1)上位目標：PNDF における生産的森林チエイン・プログラム開発の天然林管理と利用サブプ

ログラムに関連する組織間の協力の下に、対象地域のコミュニティと生産者に対して、天然林

管理と持続的利用の技術が普及される。 

 

(2)プロジェクト目標：対象地域の天然林管理と持続的利用に従事する関連組織の能力が改善さ

れ、かつコミュニティと生産者に対するこれらの組織の技術指導の能力が強化される。 

 

(3)成果 

成果 1：PNDF のサブプログラムに関与する組織の職員の天然林管理と持続的利用に係る知見

と技術能力が改善される。 

成果 2：PNDF のサブプログラムに関与する組織の職員の対象地域のコミュニティと生産者に

対する天然林管理と持続的利用に係る技術指導の技術及び運営能力が改善される。

成果 3：PNDF のサブプログラムに関与する組織の職員による、コミュニティと生産者に対す

る技術指導のための情報の収集・共有及び広報に係る活動が強化される。 

 

(4)投入（2009 年 9 月末時点） 

日本側 

長期専門家：研修管理・業務調整 2名、28.3 人月 



短期専門家：合計 2名、2.7 人月 

ローカルコスト負担：計 466,000 US$（約 4,160 万円） 

 

コロンビア側 

カウンターパート：3名（他に関係政府機関から 80 名が研修に参加） 

土地・施設提供：専門家執務室、什器備品類、LAN 設備、電話、光熱水費 

運営経費負担：近隣諸国研修に伴う国内旅費 

 

２. 評価調査団の概要 

調査者 （氏名、担当分野、職位） 

鈴木 忠徳：団長、JICA 地球環境部、課題アドバイザー 

左近充 直人：評価計画、JICA 地球環境部森林・自然環境保全第二課 

寺尾 豊光：評価分析、水産エンジニアリング（株） 

調査期間  2009 年 10 月 1 日～2009 年 10 月 16 日 評価種類：中間レビュー 

３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

 

(1) プロジェクト目標 

調査団によりプロジェクト目標の達成指標を 1) 国内研修のサイト数、2) フォローされたアクシ

ョンプランの割合、3) 近隣諸国研修受講者の離職率に分けて検討することが提案された。中間

レビュー時点では、いずれの指標も計測できる段階にはない。プロジェクト目標の達成は、国内

研修がどのような規模と内容で実施されるかにかかっている。 

 

(2) 成果 

成果 1：プロジェクトの前半段階では、主に成果 1 を構成する活動である近隣諸国研修が行われ

てきた。2009 年 11 月に CATIE における PBN 研修コースが予定どおり終了することにより、成果

1 の受講生数に係る指標は達成されると見込まれる。2009 年 11 月のコース終了後の CATIE によ

る評価結果が待たれるが、その他の指標の達成にも障害となる要因は見あたらない。様々な課題

があったにも関わらず、過去 2年間に関連活動が円滑に進捗してきたことは言及されるべきと考

える。コロンビアでは近隣諸国研修のような形での研修は、前例がないプロジェクト・アプロー

チの方式であったことを考えると、特にこの成果は顕著なものと言える。 

 

成果 2：プロジェクトの後半期間には、成果 2 を構成するプロジェクト活動を通じて、国内研修

の計画と実施が行われる。既に国内研修の準備作業が開始されており、2009 年 3 月 16 日から 18

日の間に、近隣諸国研修の受講者 26 人を交えてワークショップが開催され、国内研修の基本的

な枠組が検討されている。 

 

成果 3：成果 3 の下のプロジェクト活動は全て現在準備中であるが、既に情報資料がいくつか近

隣諸国研修コースの実施を通して収集されていると言われる。 

 

３-２ 評価結果の要約 

 

(1)妥当性：高い 

PNDF は、長期にわたって実施される国家政策であり、様々なプログラムやプロジェクトの実施を

通じて実現されることとなる。例えば、5年間隔で実施される一連の国家開発計画（PND）を通し

て、少しずつ実施される見込みである。本中間評価調査では、当初計画されたように、本プロジ

ェクトが関係組織への研修を通じて、PNDF の 6.2.3 章に言う「天然林の管理と利用」サブプログ

ラムの実施に寄与し得ることを確認した。 

 

(2)有効性：やや高い 

成果 1の下のプロジェクト活動を通じて、INPA と CATIE 等の研修サイトにおける近隣諸国研修に



より、関連機関から参加した研修受講者の能力向上に相当な効果が見られた。近隣諸国研修の受

講者は、コミュニティに対する技術指導に直接・間接に従事することが可能である。これにより

プロジェクト目標に言う「関係機関の能力」の向上とこれらの組織の「技術指導能力」の強化に

寄与することができたと言える。しかしながら、アクションプランに係る詳細情報が入手できな

いため、現時点では、受講者の具体的な貢献ひいては研修の実施効果を把握することは難しい。

また、本プロジェクトでは、このような組織能力の向上は、受講者の人員規模と地域性の取り込

みの観点から、国内研修がより多くを担うべきものであることに留意したい。 

 

(3)効率性：高い 

近隣諸国研修は相当に低コストで実現することができた。加えて、INPA と CATIE は、コロンビア

と同様な自然環境の下で研修を提供している。これらの 2つの事実は、プロジェクト期間前半の

段階における本プロジェクトの効率性を大きく高める要因となった。 

 

(4)インパクト（予測） 

プロジェクトのこの段階では、国内研修コース設計の主要条件（プロジェクト対象地域の数、野

外実習の可能性など）がまだ未決定である。上位目標のスコープ（少なくとも上位目標に対しプ

ロジェクトが寄与し得るところ）を決定するものであることから、これらの条件が決まる前に、

上位目標の達成見込みについて検討することは難しい。 

 

(5)自立発展性（予測）：高い 

天然林の管理と利用に関連する PNDF の一部は、森林法（2006 年法 1021 号）の無効を宣言した

2008 年の判決により事実上棚上げされることとなる。しかしながら、天然林の保全と資源の最適

利用を求める社会のニーズは将来とも変わることはないので、以上の状況はプロジェクトに対し

長期的影響を及ぼさないものと考えられる。CAR（地方環境独立法人）が担当する森林整備計画

には、地方コミュニティにおける技術開発を促進するための技術指導が伴う。そのような技術指

導は、PNDF（6.2.3 章）でも要請されている。このように現行の組織制度は CAR が行う技術指導

の継続を求めるところとなっている。以上の観点から自立発展性は高いと予測できる。 

 

３-３ 提言 

 

国内研修 

(1) 実施体制：DNP だけでなく関係機関の協力が不可欠であり、ワーキンググループを組成する

など、早急に研修実施、運営体制を明確にするべきである。 

(2) カリキュラム、教材の策定：カリキュラム、教材の最終化が早急に行われるべきであり、最

終化に際しては、近隣諸国研修のコンテンツを基本にしつつも、コロンビア国内の実情に即

したものにする必要がある。また、講師には普及、研究機関の帰国研修員の参加が不可欠で

ある。 

(3) 実施場所：現在プロジェクトでは、対象５CAR の各中心都市部において国内研修を実施する

案が立てられているが、プロジェクトの活動は現時点での JICA の渡航可能地域に限定され

ており、対象地域では、ボゴタ、カリ、レティシアの都市部（inside city boundary）のみ

である。 

(4) 野外演習：これまで、プロジェクトでは上述の JICA 渡航可能地域では野外演習は行えない

と認識されてきたが、帰国研修員から渡航可能地域での野外演習の実施も可能であるとの報

告がなされており、プロジェクトで可能性を再度確認するべきである。 

モニタリングの実施 

(5) 研修員が帰国した後の活動についての情報が十分に収集されていないため、関係機関は帰国

研修員の活動状況をモニタリングし、DNP に報告するべきである。DNP はモニタリング方法

を早急に準備するべきである 

関係機関のネットワーク強化 



(6) プロジェクト終了後の PNDF の更なる促進のためには、このネットワークがさらに強化、活

用されるべきであり、評価チームは、プロジェクトで、帰国研修員が現場での経験や情報を

交換できる場である会議を設け、HP を立ち上げることを提案する。 

PDM の修正 

(7) 現状の PDM の指標は明確に測定できるものになっていないため、今後のプロジェクトの適切

なモニタリング・評価のために、指標が明確化されるべきである。 
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第 1 章 中間評価の概要 
 

1-1 プロジェクトの概要 

 

コロンビア国では地方農村部の貧困緩和のため農村開発が開発課題となっている。特に非合法作物栽

培の代替生計手段の多様化が同国の国家開発戦略上の政策課題となっており、その手段として森林・林

業セクターの活性化が重視されている。 

同国森林面積の 9 割以上が天然林とされ 、同国の熱帯性森林域における生物多様性は、ブラジルと

並び世界有数であり、国際的にも森林保全の意義も高い。しかし、森林面積は過去 10 年間で年平均 19

万 ha 減少していると言われており、特に近年は農牧地拡大等に起因する違法伐採や不適切な森林管理

や利用による森林資源や森林生態系の劣化が懸念されており、適切な森林管理の実施が喫緊の課題とな

っている。  

このような状況から、「コ」国政府は、地方部の発展と森林保全の両立に取り組むべく、森林セクタ

ーの持続的且つ経済的な育成を目指した 2025 年までの長期的な森林セクター開発計画「国家森林開発

計画（PNDF）」を策定し、森林・林業部門の政策・行政制度構築並びに実施体制の強化を図っている。

PNDF は三つのプログラム（保全、生産、組織強化）と各サブプログラムから構成されており、「生産」

プログラムの「天然林の管理と活用」サブプログラムの実施促進に関して日本への技術協力の要請がな

された。この要請を受け、JICA は本プロジェクトの形成に当たって、同国の国内移動、諸活動に JICA

独自に安全配慮や立入り制限を設けていることから、近隣諸国、本邦、安全が確認された都市のみでの

研修を中心とする人材育成事業として計画し、2007 年 2 月 18 日の専門家派遣から本技術協力を開始し

た。 

プロジェクトでは、特に天然林が集中しているアマゾナス地域および太平洋岸地域を対象地域として、

伐採許可や地主が作成する森林管理計画の審査等を行う CAR（地方環境独立法人）や主に地方行政機関

の普及員を対象に、保全計画の策定指導や森林資源の持続的利用に係る技術指導、普及活動に関する経

験・専門性を有した人材の育成を目的としている。この人材育成に当たっては環境の類似する近隣国で

あるブラジル、コスタリカ、パナマの先進研究・教育訓練機関に同国地方機関技術者を派遣することに

より人材育成を図ってきた。  

今般、プロジェクト開始から 2 年 8 ヶ月が経ち協力期間の中間地点を過ぎたところであることから、

これまでの活動成果や今後の方向性等の検討を目的とした中間評価を行なった。本中間評価以前のプロ

ジェクトの PDM は付属資料 1 の Annex1 のとおりであり、上位目標、プロジェクト目標、アウトプット

は下記のとおりである。 

 

上位目標：PNDF における生産的森林チエイン・プログラム開発の天然林管理と利用サブプ

ログラムに関連する組織間の協力の下に、対象地域のコミュニティと生産者に対して、天

然林管理と持続的利用の技術が普及される。 

プロジェクト目標： 

対象地域の天然林管理と持続的利用に従事する関連組織の能力が改善され、かつコミュニ

ティと生産者に対するこれらの組織の技術指導の能力が強化される。  

アウトプット： 
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1. PNDFのサブプログラムに関与する組織の職員の天然林管理と持続的利用に係る知見と技

術能力が改善される。 

2. PNDFのサブプログラムに関与する組織の職員の対象地域のコミュニティと生産者に対す

る天然林管理と持続的利用に係る技術指導の技術及び運営能力が改善される。 

3. PNDF のサブプログラムに関与する組織の職員による、コミュニティと生産者に対する技

術指導のための情報の収集・共有及び広報に係る活動が強化される。 

 

1-2 調査概要 

 

1-2-1 調査の目的 

(1) 現行の PDM に基づき、プロジェクトの達成状況について包括的な評価を行う。 

(2) 今後のプロジェクト活動に対し、提言を行う。 

(3) 必要に応じて、PDM の見直しを行う。 

 

1-2-2 合同評価チームのメンバー 

(1) 日本側メンバー 

(a) 鈴木 忠徳 (総括):JICA 地球環境部課題アドバイザー 

(b) 左近充 直人 (評価計画):JICA 地球環境部森林・自然環境保全第二課職員 

(c) 寺尾 豊光 (評価分析):水産エンジニアリング株式会社、シニアコンサタント. 

(2) コロンビア側メンバー 

(a) Luis Jairo Silva Herrera:Professor, University of Distrital Francisco Jose de Caldas  

(b) Oscar Julian Corzo Camacho:Staff, Division of Public Policy Evaluation, DNP  
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1-3 調査日程 

 

2009 年 10 月 1 日～15 日まで実施詳細は以下の通りである。 

 

1-4 評価の方法 

 

本中間評価調査は日本及びコロンビア双方から成る合同評価調査団によって実施された。調査団メン

バーの構成は 1-2 章に示すとおりである。評価の最初の段階では、ミニッツ付属資料 1に示す PDM に基

づいて、プロジェクトの活動と実績を検討した。次いで妥当性、有効性及び効率性等の観点からプロジ

ェクトを分析し評価した。（本報告書では、インパクト、自立発展性の分析を追加。）最後に今後の実施

に向けて、プロジェクトの実施効果を一層高めるために、一連の提言を行った。 

 

月日 曜
コンサルタント

(TERAO, Toyomitsu )
JICA団員

(SUZUKI,  Tadanor i)(SAKONJU, Naoto)

1 10/1 木 ～ 20:45 コロンビア着

09:00 ～ 12:00 JICA関係者調査内容打合せ (JICA事務所)

13:00 ～ 15:00 専門家ヒアリング (JICA事務所)

15:00 ～ 資料集計

3 10/3 土 アンケート分析他(Hotel)

4 10/4 日 アンケート分析他(Hotel)

09:00 ～ 09:30 DNP関係者打合せ

09:30 ～ 10:00 関係者ヒアリング(Ricardo Torres)

10:00 ～ 12:00 関係者ヒアリング(Martha Mendez, Gabriel Beltrán)

14:00 ～ 17:00 資料集計

09:00 ～ 12:00 帰国研修員1, 帰国研修員2ヒアリング

14:00 ～ 17:00 帰国研修員3, 帰国研修員4ヒアリング

09:00 ～ 12:30
関係機関代表者(本邦研修員)1(MADVT), 2(SINCHI)
ヒアリング

14:00 ～ 17:30
関係機関代表者(本邦研修員)1(CODECHOCO),
2(CORPOAMAZONIA)ヒアリング

～ 20:45 コロンビア着

09:00 ～ 12:00

14:00 ～ 15:00

09:00 ～ 10:00

10:00 ～ 1３:00

13:00 ～

～ 15:00

15:00 ～ 17:00

10 10/10 土 10:00 ～ 12:00

11 10/11 日

12 10/12 月

08:30 ～ 10:00

10:00 ～ 12:00

14:00 ～ 17:00

09:00 ～ 14:00

16:00 ～ 19:00

08:30 ～ 11:30

15:00 ～ 16:00

16:30 ～ 17:00

00:15 ～ コロンビア発日本へ

13:50 ～ コロンビア発アルゼンチンへ

15 10/15 木 JICA事務所報告

DNP挨拶、関係者協議 (DNP, 7F)

5

火

水

日本大使館報告

ミニッツ案の協議・修正 (DNP, 27F)

JCC, ミニッツ署名

ミニッツ案の修正 (JICA事務所)

8 10/8 木

時間

水

JICA関係者調査進捗状況の確認 (JICA事務所)

2 10/2

合同評価委員会・委員会メンバーとの打合せ (JICA事務所)

合同評価委員会・評価データの分析と提言の項目だし (JICA事務所)

団内打合せ

合同評価委員会・プロジェクト進捗状況の発表 (JICA事務所)

合同評価委員会・評価データの分析と提言の項目だし (JICA事務所)

合同評価委員会・評価レポートドラフトの確認 (DNP)

合同評価委員会・評価データの分析と提言の項目だし 

評価レポートドラフト

評価レポートドラフト

合同評価委員会提言のとりまとめ (JICA事務所)

関係機関代表者ヒアリング（SENA）

金

10/5 月

6 10/6

10/77

10/1616

9 10/9

10/13

14 10/14

13

金

金

終日

終日

終日

終日

火
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1-4-1 評価設問 

評価調査に当たって準備したプロジェクトの実績、実施プロセス及び 5項目評価に関する評価設問及

び調査結果は、ミニッツ付属資料 4及び添付資料 2の評価グリッド結果版に示すとおりである。 

 

1-4-2 資料収集と分析の方法 

(1) 資料収集の方法 

プロジェクト業務進捗報告書等の文献資料の収集、関係者に対する質問票調査、研修受講者、関係組織、

カウンターパート要員及び日本人専門家等への聴取調査等を行い、評価調査に必要な情報収集に当たっ

た。 

 

(2) 評価分析の項目 

(a) プロジェクトの達成実績 

プロジェクトへの投入実績を確認し、また PDM に示される達成指標との比較を通じて、調査時点に

おける成果及びプロジェクト目標の達成状況を検討した。また、PDM に示される達成指標の中で抽象

的な表現に留まるものについては、指標により具体性を持たせるよう指標の記述の変更を提案した。 

 

(b) 実施プロセス 

本プロジェクトの実施に際して、プロジェクト活動に影響した促進・阻害要因を特定するように努

め、また加えてプロジェクトの管理が適切になされたか確認を行った。 

 

(3) 評価 5項目 

現地調査段階で取りまとめたミニッツ添付の英文報告書では、妥当性、有効性、効率性の 3項目につい

て評価を行った。本報告書では以上の他に中間評価段階ではあるがインパクト及び自立発展性を加え、

5項目による評価を行った。 

 

(a) 妥当性：プロジェクト目標及び上位目標とコロンビアの政策方針及び受益者のニーズとの整合

性を評価し、また日本政府及び JICA 国別援助方針に合致するか検討した。 

(b) 有効性：本中間評価調査までに成果が達成された程度及びプロジェクト期間終了までにプロジ

ェクト目標が達成される見込みがあるか評価した。また（プロジェクト目標達成に至る途が開

けているか）プロジェクトの設計の適切性を検討した。 

(c) 効率性：投入の時期、質、量等が成果の醸成にどう影響を与えつつあるか、投入は成果達成の

ために貢献しているか、投入に過不足はないかを評価した。 

(d) インパクト：プロジェクトの実施により長期短期の正又は負の影響が生じないかを見ることが

目的である。上位目標の達成見込みとその他の波及効果に分けて検討した。 

(e) 自立発展性：協力終了後もコロンビアの実施関係機関によりプロジェクトの便益が継続して維

持、発展される見込みがあるか予測的な評価を行った。 
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第 2 章 プロジェクトの達成状況と実施プロセス 
 

2-1 投入 

 

2-1-1 日本側 

中間評価調査時点までのプロジェクト期間では、表 2-1 に示されるように、JICA から DNP に 4 人の専

門家が派遣されている。2009 年 9 月 30 日現在の専門家総投入人月数は 31 人月である。また 2009 年 3

月以降、プロジェクト運営の補助のために、ローカル・コンサルタントが 1名雇用されている。 

 

表 2-1：JICA 専門家の派遣（2009 年 9 月現在） 

 氏名 担当業務 派遣期間（人月数） 

1 細萱恵子 研修監理・業務調整 2007 年 6 月 17 日～2008 年 10 月 17 日 (16.0)

2 松本博富 研修監理・業務調整 2008 年 9 月 20 日～2009 年 9 月 30 日 (12.3) 

3 千葉裕起 天然林管理と利用 2007 年 2 月 18 日～2007 年 3 月 19 日 (1.0) 

4 千葉裕起 研修計画 2007 年 6 月 17 日～2007 年 7 月 2 日 (0.5) 

5 山内弘美 研修・M&E 計画 2007 年 11 月 25 日～2007 年 12 月 7 日 (0.5) 

6 山内弘美 研修・M&E 計画 2008 年 1 月 23 日～2008 年 2 月 14 日 (0.7) 

 

これまでに近隣諸国（コスタリカ、ブラジル及びパナマ）における研修が計 8回実施されている。三

件の研修コース別の累積研修受講者数を表 2-2 に示す。最後の近隣諸国研修（CATIE の第 3 回目 PBN コ

ース）が 2009 年 11 月に予定されている。 

 
表2-2：近隣諸国研修受講者累積数（2007年から2009年9月、単位：人） 

関連組織 
MMBN-INPA 

天然林の管理
モニタリング

PBN-CATIE 
天然林管理計画

MDBN 
天然林の多様な

管理 
合計 

1.CAR（地方環境独立法人） 14 11 14 39

2.研究機関、SENA 13 8 13 34

3.MAVDT、MADR、DNP 2 0 1 3

合計 29 19 28 76
出典：プロジェクト実績資料、2009年10月 

 

近隣諸国研修に加えて本邦研修が 2 回実施されている。DNP、SINCHI、COROPAMAZONIA、MADVT 及び

CODECHOCO から計 5名の幹部職員が森林行政・政策に関する研修コースに参加した。 

 

2007 年 2 月から 2009 年 9 月までの間に JICA が本プロジェクトの現地での活動に投入した金額（専門

家派遣に係る経費を除く）は、合計 466,000 US$（約 4,160 万円）であった。経費の内訳は主に近隣諸

国研修の実施コストで占められている。 

 

2-1-2 コロンビア側 

2007 年 2 月のプロジェクト開始以来、3名のカウンターパート要員が本プロジェクトの管理運営に指

名されている（表 2-3 参照）。また JICA 専門家とそのアシスタントの執務のため、コロンビア政府によ



－ 6－

 6

り、ボゴタ市の DNP 本部ビル 7 階に執務スペース、LAN システム及び電話設備が提供され、また関連の

光熱水費及び一般管理経費が負担されている。 

 

近隣諸国研修に受講者を派遣するために、所属先の関連組織は各々が制度上可能な範囲内において勤

務地から首都までの国内旅費を負担した。また研修中に受講者が作成したアクション・プランを実施す

るために、関連組織は必要な予算措置を行うとも言われている。DNP の積算によれば、中間評価調査の

時点における関連 9 組織の国内旅費等の予算の合計は$1,722 百万コロンビア・ペソ（約 93 万 US$）と

言われる。ただしこの合計額には IDEAM 及び DNP 等の積算根拠が不明な内訳も含まれている。 

 

表 2-3：プロジェクト・カウンターパート要員の配置 

  指名 所属組織 職位 担当業務 

1 
Ricardo 
Antonio Torres 
Carrasco 

Dirección de Desarrollo Rural 
Sostenible, Departamento Naciona de 
Planeación, Presidencia de la Republica 
(DDRS-DNP) 

Director 
Project 
Director 

2 
Martha 
Jeanneth 
Mendez Arevalo 

Subdirección de Producción y Desarrollo 
Rural, DDRS-DNP 

Sub 
Director 

Project 
Manager 

3 
Gabriel 
Alfonso 
Beltrán Muñoz 

Subdirección de Producción y Desarrollo 
Rural, DDRS-DNP 

Advisor Advisor  

 

2-2 成果の達成実績 

 

2-2-1 成果 1 

PDM に見る成果 1の内容と達成指標 

 

*1) サブプログラムでの関連組織の役割に基づいて理解レベルを評価すること。 

    

(1) 研修ニーズの反映 

成果 1を構成するプロジェクト活動により近隣諸国研修が実施された。当初計画された 9回の近隣諸

国研修の内、2009 年 9 月までに計 8回が完了している。 

 

上表の脚注に見られるように、成果 1 の指標 No.2 は、PNDF の実施に対する所属先組織の役割を分け

た上で、研修受講者の理解の程度を評価することを求めている。しかしながら、表 2-2 に示されるよう

に、関連組織はその役割とはほとんど無関係に職員を三件の研修コースにほぼ等分に参加させている。

これは様々な理由に由来するものと考えられるが、理由の一つとして、関連組織の研修ニーズが研修コ

ースのいずれにでも実際には合致していたことが挙げられるかもしれない。すなわち、以上の背景には、

コロンビアでは一般に、INPA や CATIE が提供するような実績のある森林管理分野の研修や教育の機会に

成果の要約 PNDF のサブプログラムに関与する組織の職員の天然林管理と
持続的利用に係る知見と技術能力が改善される。 

達成指標 
1. 受講者の数 
2. 研修内容の理解の程度*1) 
3. 所属先組織への受講者の調査知見のフィードバックの程度 
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従来から恵まれていなかったと言う事実が関係する可能性がある。 

 

(2) 達成指標の変更案 

成果 1は三件の達成指標を伴っている。これらの指標では定量的な目安がなく評価することが出来な

いので、調査団により以下の変更案の提案を行った。 

 

表 2-4：成果 1の達成指標変更案 

指標（現状） 指標（変更案） 

1. 受講者の数 1. 受講者の累積数が計画された数の 90%以上に達する。 

2. 研修内容の理解の程度 

2. 受講者により、研修目的達成の程度が平均 80%以上と評価さ
れる。 
3. INPA 及び CATIE により、研修後の受講者の専門的知見の程
度が平均 80%以上と評価される。 

3. 所属先組織への受講者の
調査知見のフィードバックの
程度 

4. 近隣諸国研修を通して策定されたアクション・プランの少な
くとも半数が実施段階に至る。 

 

(3) 指標 No.1 

以上 4 件の変更案の指標の内、指標 No.1 及び指標 No.2 は現段階でも適用可能である。指標 No.1 に言

う受講生の累積数は、表 2-5 に示されるように合計 76 人に達している。すなわち計画数 90 人に対して

84%がこれまで達成されている。また 2009 年 11 月に残りのコースを実施することによって、予定どお

り 10 名の参加が得られれば、この比率は 96%に達すると見込まれる。 

 

表 2-5：所属先組織別の近隣諸国研修受講者の累積数（人） 

CAR 人 研究機関 人 官庁 人

CRC 2 CONIF 8 MAVDT 2 

CVC 9 IDEAM 5 MADR 1 

CODECHOCO 8 CORPOICA 5 

CORPONARINO 8 SENA 3 

CORPOAMAZONIA 12 SINCHI 8 

  IIAP 5 

小計 39 小計 34 小計 3 合計 76 人 

 

所属先組織別の近隣諸国研修受講者の累積数を表 2-5 に示す。CAR と研究機関（教育研修機関である

SENA を含む）からの参加人員はほぼ同等であり、均衡の取れたものとなっている。なお、プロジェクト

の対象となった CAR は 5 組織あるが、この中では CRC が他の CAR と比べて少ない。これは、当初の調査

では CRC の参加希望員数が無し（0人）であったことを反映していると考えられる。 

 

(4) 指標 No.2 

指標No.2については、受講者に対してプロジェクトが実施した最新のアンケート調査が利用できる。

アンケート調査の結果を表 2-6 から表 2-8 に示す。表 2-6 MMBN-INPA の目的 3 から目的 5 及び表 2-7 
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MDBN-CATIE の目的 2を除く他は、研修目的の達成程度が 80%以上と評価されたことが示されている。表

2-6 MMBN-INPA の目的 4 及び目的 5 が低く評価されている理由として、リモートセンシングあるいは

GIS のような先進技術については、短期間の研修での習得は難しく、より集約的な研修が必要であるこ

とが挙げられると考えられる。 

 

表 2-6：MMBN-INPA、2009 年実施分（回答受講者数 9名、5段階評価） 

 研修目的 事前達成度 事後（A） 事後（A）（%)

1 
森林生態系のモニタリングの方法を会得し、地域社会や
コミュニティにそれを伝える能力を開発する。 

2.33 4.17 83 

2 
事業のモニタリングを設計し、森林インベントリーの調
査結果を正しく解釈する能力を開発する。 2.14 4.00 80 

3 
a)持続可能な利用に基づく天然林管理の計画立案、b) 
適切な森林管理計画の実施、c) 森林管理計画のモニタ
リングにそれぞれ必要な能力を開発する。 

2.57 3.57 71 

4 
森林管理に応用できるリモートセンシング運用技術の
実践能力を開発する。 2.33 3.33 67 

5 
天然林の管理とモニタリングに係る GIS の実践適用に必
要な能力を開発する。 2.00 3.33 67 

出典： プロジェクト実績資料、2009 年 10 月 

 

表 2-7：MDBN-CATIE、2009 年実施分（回答受講者数 9名、5段階評価） 

 研修目的 事前 事後 事後(%) 

1 
多様性に富む天然林の管理課題について組織の技術及
び運営能力を開発強化する。 

1.56 4.00 80 

2 
本研修コースで得られた知識を普及するための能力を
強化する。 

2.50 3.44 69 

3 要素構築のために戦略を統合する。 3.00 4.00 80 

4 
管理の多様性に重点を置いた天然林の研修にコミュニ
ティ代表者、専門家、職業人、組織、企業、起業家及び
学生を召集する。 

3.63 4.11 82 

5 
本研修コースの要約を所属先組織及び関連セクターの
その他 10 組織に提出する。 

2.00 4.00 80 

出典： プロジェクト実績資料、2009 年 10 月 

 

表 2-8：PBN-CATIE、2008 年実施分（回答受講者数 7名、5段階評価） 

 研修目的 事前 事後 事後(%) 

1 天然林の持続可能な管理に関する知識を得る。 3.20 4.40 88 

2 非木材林産物の利用について実践的経験を知る。 3.00 4.60 92 

3 天然林管理の国民的な経験に関する知識を得る。 3.40 4.80 96 

4 天然林の改良と豊饒化技術に関する知識を得る。 3.25 4.80 96 

5 
コスタリカにおける森林利用分野の法制度とその地域
レベルでの適用可能性に関する知識を得る。 

3.00 4.60 92 

出典： プロジェクト実績資料、2009 年 10 月 
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2007 年及び 2008 年に実施された研修についても、三件の研修コースについて、同様なアンケート調

査が研修受講者に対して実施されている。 これらのアンケートに示された評価結果も上記の表 2-6～表

2-8 とほぼ同様な傾向を示している。 

 

(5) 指標 No.3 

研修実施機関による評価として、INPA がその研修コースに参加した受講者に関して専門知識に係る評

価を提供している。この評価の結果も研修内容の理解レベルに関する情報を与えるものとなっている。

表 2-9 に示されるように、MMBN 受講者の専門知識は 3回の研修とも増大したと評価されている。同様な

研修実施機関による評価が 2009 年 11月の天然林管理計画コース終了後に CATIE から提供される予定で

ある。 

 

表 2-9：受講者の専門知識（講師 12 名による 10 段階評価） 

  事前 事後（A） 事後（A）(%) 

2007 年 6.80 8.75 88

2008 年 7.25 8.75 88

2009 年 7.08 7.95 80

出典： INPA、2009 年 

 

2009 年 9 月に、近隣諸国研修に受講生を参加させた関連 13 組織に対して、所属先機関による受講生

の知識と能力に係る評価を求めるアンケート調査が本プロジェクトにより実施されている。2009 年 10

月の時点では、4組織が未回答で、また回答のあった 9組織についても、受講者 15 人分の回答が含まれ

ているに過ぎない。そのためこのアンケート調査の結果は本中間評価調査では採用していない。終了時

評価調査においてこのアンケート調査の結果が活用できることが期待される。 

 

(6) 成果 1の達成状況の取りまとめ 

2009 年 11 月に PBN-CATIE の研修コースが予定どおり終了することにより、指標 No.1 は達成されると

見込まれる。2009 年 11 月のコース終了後の CATIE による評価結果が待たれるが、指標 No.2 及び No.3

の達成に障害となる要因は見あたらない。指標 No.4 に係るデータを得るためには、プロジェクトが検

討しているモニタリング・システム（SIMON）等の早期の実施が必要である。 

 

以上の指標に係る検討とは別に、様々な課題があったにも関わらず、過去 2年間に近隣諸国研修が円

滑に進捗してきたことは言及されるべきと考える。コロンビアでは近隣諸国研修のような形での研修は、

前例がないプロジェクト・アプローチの方式であったことを考えると、特にこの成果は顕著なものと言

える。 
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2-2-2 成果 2 

PDM に見る成果 2の内容と達成指標 

 

成果 1の達成実績を見る際に検討したように、以上の指標では定量的な目安がなく評価することがで

きないので、成果 2の指標についても同様な変更案の提案を行った。 

 

表 2-10：成果 2の達成指標変更案 

指標（現状） 指標（変更案） 

1. 受講生の数 1. 受講者の累積数が計画された数の 90%以上に達する。 

2. 研修内容の理解の程度 

2. 受講者により、研修目的達成の程度が平均 80%以上と評価さ
れる。 
3. 研修実施機関により、研修後の受講者の専門的知見の程度が
平均 80%以上と評価される。 

3. 受講生の調査知見の実施
の程度 

4. 国内研修を通して策定されたアクション・プランの少なくと
も半数が実施段階に至る。 

 

プロジェクトの後半期間には、成果 2を目指したプロジェクト活動を通じて、国内研修の計画と実施

が行われる。既に国内研修の準備作業が開始されており、2009 年 3 月 16 日から 18 日の間に、近隣諸国

研修の受講者26人を交えてワークショップが開催され、国内研修の基本的な枠組が検討されれている。

DNP により国内研修の実施サイトとして 5都市が提案されている。研修サイトは JICA の安全管理規則に

基づいて計画されることとなるが、DNP はその点を了解している。 

 

2-2-3 成果 3 

PDM に見る成果 3の内容と達成指標 

 

以上の指標について以下のような変更案の提案を行った。成果 3の下の全プロジェクト活動は現在準

備中であるが、既に情報資料がいくつか近隣諸国研修コースの実施を通して収集されていると言われる。 

 

表 2-11：成果 3の達成指標変更案 

指標（現状） 指標（変更案） 

1. 情報マテリアル 
1. 普及サービス用の教材が準備され、CAR 及び関連組織に配布
される。 

2. 会議と参加者の数 
2. 国内研修受講者のためのワークショップまたはセミナーが
年に 2回開催される。 

成果の要約 
PNDF のサブプログラムに関与する組織の職員の対象地域のコミ
ュニティと生産者に対する天然林管理と持続的利用に係る技術
指導の技術及び運営能力が改善される。 

達成指標 
1. 受講生の数 
2. 研修内容の理解の程度 
3. 受講者の調査知見の実施の程度 

成果の要約 
PNDF のサブプログラムに関与する組織の職員による、コミュ
ニティと生産者に対する技術指導のための情報の収集・共有及
び広報に係る活動が強化される。 

達成指標 1. 情報マテリアル 
2. 会議と参加者の数 
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2-3 プロジェクト目標の達成見込み 

 

PDM に見るプロジェクト目標の内容と達成指標 

 

 

プロジェクト目標の達成状況を具体性を持って評価するために、調査団から以下のような指標の変更

案の提案がなされた。 

 

表 2-12：プロジェクト目標の達成指標変更案 

指標（現状） 指標（変更案） 

対象地域の天然林管理と持続
的利用に従事する関連組織の
天然林管理と持続的利用の理
解の程度 

1. 5 対象地域の内、少なくとも 2 対象地域において国内研修
が実施される。 

2. 実施に至ったアクション・プランの 80%以上に対して、技
術アドバイス等のフォローアップが行われる。 

3. 近隣諸国研修に参加した受講生の離職が 10%未満に留ま
る。 

 

2009 年 10 月の時点では、国内研修がまだ実施されていないため、指標 No.1 と No.2 は適用できる段

階にない。指標 No.3 について現状を見ると、2009 年 10 月の時点までに、76 人の受講者のうちの 2 人

が離職したと報告されている。これは離職率が 3%であることを意味する。以上全ての指標は、国内研修

が終了した後に、改めて評価されることとなる。すなわちプロジェクト目標の達成は、国内研修がどの

ような規模と内容で実施されるかにかかっている。 

 

指標 No.1 において国内研修が実施される対象地域の最小数を 2 箇所としたのは、2009 年 9 月現在の

JICA の安全管理規則によれば、対象 5CAR の管轄地域で言うと CORPOAMAZONIA 管轄地域に所在するレテ

ィシア及び CRC管轄地域に所在するカリの 2箇所に対してだけ国内旅行が許可されていることに依って

いる。この最小数は、行程等のプロジェクトの実施条件が許す限り、JICA 安全管理基準の緩和如何によ

っては、増加する可能性も残されている。 

 

目標の要約 
対象地域の天然林管理と持続的利用に従事する関連組織の能力
が改善され、かつコミュニティと生産者に対するこれらの組織
の技術指導の能力が強化される。 

達成指標 対象地域の天然林管理と持続的利用に従事する関連組織の天然
林管理と持続的利用の理解の程度 
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2-4 上位目標の達成見込み 

 

PDM に見る上位目標の内容と達成指標 

 

 

上位目標の達成状況を具体性を持って評価するために、調査団により以下のような指標の変更案が提

案された。2009 年 10 月の現段階では国内研修計画（対象地域の数、野外演習の実施可能性等）がまだ

確定されるに至っていない。そのために、上位目標が持つべきスコープの範囲、あるいは少なくとも本

プロジェクトが上位目標に対し貢献できる範囲が決まっていないので、上位目標達成の見込みを検討す

ることは難しい。 

 

表 2-13：上位目標の達成指標変更案 

指標（現状） 指標（変更案） 

1. プロジェクト終了後 3年
までに、対象地域において森
林開発計画と森林整備計画が
作成され実施される。 
 
2. 対象地域のコミュニティ
と生産者による天然林管理と
持続的利用への理解と満足の
程度 

1. 森林整備計画よってカバーされる対象地域の天然林面積
（Ha）が増加する。 

2. 本プロジェクトの研修から得られた知見を含む技術指導
（普及サービス）が対象地域において計 20 回以上実施され
る。 

3. 実施に至ったアクション・プランの半数以上が継続的に実
施されている。 

 

2-5 実施プロセス 

 

2-5-1 PNDF（国家森林開発計画）の現況 

本プロジェクトが着手されてから、DNP に置かれていた PNDF 事務局が他に移動し、また SINA（1993

年法 99 号）及び PNDF（2000 年）等の森林セクターの法制度や政策方針を包括する森林法（2006 年制定）

が 2008 年に廃止される等の経緯があり、現状では PNDF の実施は当初計画どおりに進捗していないよう

に見受けられる。ただし、PNDF は 25 年間と長期計画であるだけに、PND 等の国家開発計画やセクター

別のプロジェクトに、その実施コンポーネントが取り込まれる形で、今後の実施が進められて行く可能

性がある。ちなみに現行の国家開発計画（PND、2006～2010 年）には、森林保全地域において 12 万 Ha

を植林する計画（5.2.3 章）が含まれており、これは PNDF の長期政策が反映されたものとする DNP の見

解があった。 

 

また、同法の廃止によって、CAR が行う資源開発の許可（伐採許可書の発給等）あるいは森林整備計

目標の要約 
PNDF における生産的森林チエイン・プログラム開発の天然林
管理と利用サブプログラムに関連する組織間の協力の下に、対
象地域のコミュニティと生産者に対して、天然林管理と持続的
利用の技術が普及される。 

達成指標 
1. プロジェクト終了後 3 年までに、対象地域において森林開発
計画と森林整備計画が作成され実施される。 
2. 対象地域のコミュニティと生産者による天然林管理と持続
的利用への理解と満足の程度 
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画の策定を規定する SINA（1993 年法 99 号）までもが否定された訳ではなく、PNDF の 6.1.1 章に言う「森

林の整備（ordenación）と土地区分（zonificación）に係る行政は MAVDT と CAR が行う」との方針は継

続されており、現にそのような CAR の所掌業務は従来どおり実施されている。したがって、PNDF は依然

としてコロンビア森林セクターの主要政策の一つとして位置付けられるもので、現行 PDM のプロジェク

ト要約の PNDF サブプログラムに係る記述は改訂する必要はないと考えられる。 

 

2-5-2 森林法の制定と廃止 

上述の通り、森林法（森林一般法）は 2006 年に制定された後、法案作成の過程でアフリカ系コロン

ビア人及び先住民族のコミュニティに対する事前の相談がされなかったことを理由に、2008 年に憲法裁

判所により違憲と宣言され廃止されるに至った。森林法から生産林に係る部分を抜き出した法案が 2009

年末に国会に上程される予定である。違憲審査が SINA あるいは PNDF ひいては本プロジェクトに及ぼす

直接の影響は見られないものの、上位目標のレベルでは CAR の森林整備と土地区分に係る行政上の役割

がアフリカ系コロンビア人及び先住民族のコミュニティが居住する地域によっては相当制限を受ける

可能性を残す。 

 

2-5-3 その他実施プロセスにおける特記事項 

上述の通り、過去 2年間の近隣諸国研修にかかる活動は DNP のプロジェクトマネージャーおよびアド

バイザーの 2名に加えて長期専門家 1名という必ずしも多くない人員の中、ほぼ予定通り活動が進めら

れてきた。これには、CEDESAM、INPA、CATIE といったこれまで過去に JICA と協力経験のあった研究機

関の協力が得られたこと、関係機関の参加意欲が高かったこと、DNP と JICA コロンビア支所の間で定期

的に代表者会議が持たれるなど実施体制の強化が図られたことなどが貢献していると考えられる。 

一方、提言の部分でも後述するように、国内研修の実施に向けては、DNP の調整機能だけでは不十分

であり、CAR 等、関係機関の協力が不可欠である。 
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第 3 章 評価 5 項目における評価結果 
 

3-1 妥当性： 高い 

 

 PNDF（2000-2025）は、長期にわたって実施される国家政策であり、様々なプログラムやプロジェク

トの実施を通じて実現されることとなる。例えば、5年間隔で実施される一連の国家開発計画（PND）

を通して、少しずつ実施される見込みである。本中間評価調査では、当初計画されたように、本プロ

ジェクトが関係組織への研修を通じて、PNDF の 6.2.3 章に言う「天然林の管理と利用」サブプログラ

ムの実施に寄与し得ることを確認した。 

 従来から一般にコロンビアでは、INPA や CATIE が提供できるような実績ある森林管理分野研修の機会

が少ない状況にある。プロジェクトの前半期間において、本プロジェクトはそのような高品質の研修

を関連 13 組織に提供することができた。すなわち、天然林管理と持続可能な利用の分野で、これら

の機関が抱える人的資源開発のニーズに応えることができた。今後は国内研修の実施を通じてそのよ

うなニーズに対処することとなる。 

 PNDF では、主な目標として「天然林及び生産林の持続的管理を行って、国家開発に森林セクターを積

極的に取り込み、比較優位性を最大限に活用し、国内及び国際市場において木材及び非木材林産物の

競争力を高める戦略的なフレームを構築すること」が目指されている。このように PNDF では、天然

林及び生産林両方の最大限の活用と、持続可能な開発の促進が意図されている。一方、プロジェクト

対象地域（太平洋沿岸とアマゾン流域の一部）は、コロンビアでは経済的に未発展な地域と重なって

いる。PNDF がその主旨に沿って実施されることで、本プロジェクトは地域コミュニティの生計向上と

林業セクターの発展・開発に間接的に貢献できる。 

 本プロジェクトの主要課題は、天然林管理とその持続可能な利用に係る国家政策が効果的に実施され

るよう、人的資源を開発することである。これは日本の ODA 大綱が優先する被援助国の自助努力を促

進する援助方針に合致する。また、ODA 大綱では、地球温暖化及び麻薬等の薬物問題を含む地球的規

模の課題も取り上げられている。特にコロンビアにおいては、天然林の最適かつ持続可能な利用はこ

れら 2つの課題の緩和に寄与することとなる。以上の見地から、本プロジェクトは ODA 大綱と良く整

合している。 

 また、コロンビアにおける援助重点分野として、JICA は「環境調和型社会の実現に向けた取り組みの

強化」を掲げており、天然林の持続的な管理と利用のための人材育成を目指す本プロジェクトはその

一環に位置づけられる。 

 

3-2 有効性： やや高い 

 

 成果1の下のプロジェクト活動を通じて、INPAとCATIE等の研修サイトにおける近隣諸国研修により、

関連機関から参加した研修受講者の能力向上に相当な効果が見られた。近隣諸国研修の受講者は、コ

ミュニティに対する技術指導に直接・間接に従事することが可能である。これによりプロジェクト目

標に言う「関係機関の能力」の向上とこれらの組織の「技術指導能力」の強化に寄与することができ

たと言える。しかしながら、アクション・プランに係る詳細情報が入手できないため、現時点では、

受講者の具体的な貢献ひいては研修の実施効果を把握することは難しい。 

 一方、本プロジェクトでは、このような組織能力の向上は、受講者の人員規模と地域性の取り込みの
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観点から、国内研修がより多くを担うべきものであることに留意したい。 

 さらにプロジェクトの有効性を増大させるためには、受講者とその所属先組織によって準備・実施さ

れているアクション・プランの追跡とフォローが必要であると考える。アクション・プランへの支援

を進めるために、DNP が準備中の SIMON が主な役割を果たすと期待される。 

 

3-3 効率性： 高い 

 

 人的資源（DNP のカウンターパート、JICA 専門家）の投入と第三国及び日本における研修は、投入の

タイミング及び量の観点から概ね適切に実施された。プロジェクト開始当初（2007 年 2 月）、JICA 長

期専門家の赴任が遅れたが、プロジェクト全体工程の遅延には至らなかった。 

 近隣諸国研修は相当に低コスト（１ヶ月間程度、１０名／１コースの研修で 450 万円程度）で実現す

ることができた。加えて、INPA と CATIE は、コロンビアと同様な自然環境の下で研修を提供している。

これらの 2つの事実は、プロジェクト期間前半の段階における本プロジェクトの効率性を大きく高め

る要因となった。 

 プロジェクトの後半期間においても、このような効率性を維持するためには、JICA の安全管理規則が

許容する範囲内において、5対象地域になるだけ近い市町で国内研修を実施することが望まれる。 

 

3-4 インパクト：現段階での予測は難しい 

 

 プロジェクトのこの段階では、国内研修コース設計の主要条件（プロジェクト対象地域の数、野外実

習の可能性など）がまだ未決定である。上位目標のスコープ（少なくとも上位目標に対しプロジェク

トが寄与し得るところ）を決定するものであることから、これらの条件が決まる前に、上位目標の達

成見込みについて検討することは難しい。 

 日本における森林行政・政策研修コースに参加した後、CODECHOCO の代表者（Director General）は、

CHOCO 県において、関心を示した者に SENA による 2年間の造林技術コースを提供し、養成された人材

を活用して、地方コミュニティに対する技術指導（普及事業）を強化することを計画するに至った。

このコースは 2009 年に開始され、現在 65 人が参加していると言われる。この件は本プロジェクトの

波及効果の一つとして認められる。 

 

3-5 自立発展性（予測）：中程度 

 

 本プロジェクトにより、近隣諸国研修及び国内研修を通して、恐らく数百人規模で人材が養成される

こととなる。また、様々なサイトで国内研修コースを実施できる組織上の枠組みが形成され、同様に

天然林管理とその持続可能な利用に特化した研修教材と講師が確保されることとなる。これらは本プ

ロジェクトが残す便益と言える。 

 天然林の管理と利用に関連する PNDF の一部は、森林法（2006 年法 1021 号）の無効を宣言した判決に

より事実上棚上げされることとなる。しかしながら、天然林の保全と資源の最適利用を求める社会の

ニーズは将来とも変わることはないので、以上の状況はプロジェクトに対し長期的影響を及ぼさない

ものと考えられる。 

 SINA の規定に従って、CAR は森林整備計画の作成と実施に取り組んでいる。森林整備計画には、地方
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コミュニティにおける技術開発を促進するための技術指導が伴う。そのような技術指導は、PNDF

（6.2.3 章）でも要請されている。このように現行の組織制度は CAR が行う技術指導の継続を求める

ところとなっている。 

 一方、既に近隣諸国研修の帰国研修員が作成しているアクション・プランに関し、上述のように詳細

情報は収集過程であるものの、関係者からのヒアリングでは、所属機関の予算不足や計画自体が所属

機関の方針に必ずしも合致していないといった理由で、実施に至っていないケースも多いことが報告

されている。自立発展性を強化するには、より現実的かつ効果的なアクションプランが作成・実施さ

れるよう、研修の中で指導が行われると共に、モニタリング等を通して研修後のフォローアップを強

化することが期待される。 

 

3-6 結論 

中間評価時点での、本プロジェクトの実績、進捗、５項目評価結果等から判断すると、プロジェクト

は効果発言に向けて、比較的順調に実施されていると言える。しかし、成果 2に関連する国内研修に係

る活動や、成果 3に関連する関係機関のネットワーク強化に係る活動は着手されたばかりであり、その

成功には、後の提言で述べるとおり、関係機関の協力が不可欠である。プロジェクトの後半でプロジェ

クト目標を達成するために、これまで育成された関係機関の帰国研修員約 90 名が有効に活用されるこ

とが期待される。 
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第 4 章 提言 
 

4-1 国内研修の実施に向けて 

4-1-1 実施体制 

 これまで、近隣諸国研修等のプロジェクトの活動は、DNP 主導でほぼ計画通り行われてきた。国内研

修では、近隣諸国研修等で CATIE や INPA 等が担っていた講師の派遣、施設の提供、教材の作成等、研

修運営全般に関わる活動をコロンビア側自身で行う必要があり、DNP だけでなく関係機関の協力が不可

欠である。 

 現状では、各関係機関の協力可能性が調査されている最中であるが、国内研修実施に向けて、DNP は

ワーキンググループを組成するなど、早急に実施体制を明確にするべきである。 

 また、これまでワークショップや JCC 等において、関係機関の高い意欲が確認されているが、実施体

制の具体化に当たっては、DNP と関係機関の間で役割を文書等で明確にすることが望ましい。 

 

4-1-2 カリキュラム、教材の策定 

 2009 年 3 月のワークショップにおいて、帰国研修員の協力の中、国内研修の枠組みが策定された。こ

の案を基に、カリキュラム、教材の最終化が早急に行われるべきである。 

 カリキュラム、教材の最終化に際しては、近隣諸国研修のコンテンツを基本にしつつも、コロンビア

国内の実情に即したものにするために、対象地域ごとの自然条件、コミュニティの特長を踏まえた内容

を追加する必要がある。そのためには、実際に講師となる普及、研究機関の帰国研修員の参加が不可欠

であり、その他大学等コロンビア国内の有識者の協力も有効である。 

 また、必要に応じて、カリキュラム、教材策定作業支援のための日本人短期専門家を派遣することも

考えられる。 

 

4-1-3 実施場所 

現在プロジェクトでは、対象５CAR の各中心都市部において国内研修を実施する案が立てられている。 

各地域での実施については、実際に研修を実施することによる普及体制の強化、各地方森林セクター

関係者が参加する上での効率性という観点から一定の意義は認められるものの、これまで度々双方で合

意されてきたとおり、プロジェクトの活動は現時点での JICA の渡航可能地域に限定されており、対象

地域では、ボゴタ、カリ、レティシアの都市部（inside city boundary）のみである。 

従って国内研修の準備は、カリ、レティシアから研修の準備を開始するべきであり、その他３都市で

の研修実施については、JICA 渡航制限に基づき、ボゴタ、カリ、レティシアの渡航可能地域へ振替えて

実施するべきである。 

 

4-1-4 野外演習 

帰国研修員、近隣諸国研修委託先からのアンケートでは、野外演習を行った方が高い研修効果が望め

ることが指摘されているが、これまで、プロジェクトでは上述の JICA 渡航可能地域では野外演習実施

にふさわしい場所が無いことから行えないと認識されてきた。 

しかし、一部の帰国研修員のインタビューでは、野外演習が、渡航可能なレティシアの City Boundary

の中にあるとの報告がなされおり、プロジェクトは渡航可能地域での野外演習の実施可能性を再度確認

するべきである。 
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4-2 帰国研修員の活動モニタリング 

 2-2 で言及されたとおり、研修実施時点での情報は収集されているが、研修員が帰国した後の状況に

ついての情報が十分に収集されていない。 

 帰国研修員の帰国後の活動について適切にモニタリングを行い、必要に応じて今後の活動への反映、

技術的アドバイスの提供等を行うためには、関係機関が帰国研修員の活動状況をモニタリングし、DNP

に報告するべきである。DNP はモニタリング方法を早急に準備するべきである。 

 

4-3 関係機関のネットワーク強化 

 これまでの本邦、近隣国での研修実施を通して、関係機関のネットワークが構築されつつあることが、

複数の関係者から報告されている。プロジェクト終了後の PNDF の更なる促進のためには、このネット

ワークがさらに強化、活用されるべきである。 

 そのために、評価チームは、プロジェクでは、帰国研修員が現場での経験や情報を交換できる場であ

る会議を設け、HP を立ち上げることを提案する。 

 また、コロンビア側、日本側双方の過去のプロジェクトの経験も積極的に活用されるべきである。 

 

4-4 PDM の修正 

 今回の評価に際し、現状の PDM の指標が明確に測定できるものになっていないことが確認された。今

後のプロジェクトの適切なモニタリング・評価のために、指標が明確化されるべきであり、評価チーム

は上記本文 2-2 のとおり、修正案を提示する。
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別添 2 

 

コロンビア天然林管理と持続的利用プロジェクト中間レビュー 
実績評価グリッド（結果版） 

 
I. 実績 
1. 投入 

調査事項 調査結果 

1. JICA負担事項 
• 長期短期専門家の投入予定

と実績：2009年9月末現在の
専門家派遣人月数 

 
• 2009年9月末までのJICA専門家の投入実績： 31.0人月 
• 内訳詳細は中間評価ミニッツ添付報告書表4－1 

• JICAによって供給された機
材のリストと利用状況 

• 供与機材は在外強化費により事務所が購入したもので占められてい
る。事務用コンピュータ及び付属品が主。いずれも専門家執務室及
び周辺で活用。 

• 機材リストは細萱長期専門家業務報告書（07年6月～08年10月）に含
まれているものが入手可能な最新版。 

• JICAが負担したプロジェク
ト年間運営経費（活動別）：
2007年度～2009年度(2009
年9月現在) 

• JICA負担のローカルコスト(2009年9月現在)：4年度分合計 約4200万
円（約47万米ドル） 

• 年度別等の内訳はミニッツ添付報告書付属資料5 

• 本邦及び第三国研修の受講
生リスト（所属機関、コー
ス別） 

• 2009年9月までの累積で、第三国研修（近隣諸国研修）に76名参加、
本邦研修に5名参加。 

• 実施時期及び受講生名等の詳細は、プロジェクトが作成した資料「プ
ロジェクト実績」2006年度～2009年度を参照のこと。 

 
受講生累積数：2007年度～2009年度（単位：人、2009年9月現在） 

所属機関 MMBN 
 (INPA) 

PBN 
(CATIE)

MDBN 
 小計 本邦研

修 

CRC 0 1 1 2 0 

CVC 3 3 3 9 0 

CODECHOCO 3 2 3 8 1 

CORPONARIÑO 2 3 3 8 0 

CORPOAMAZONIA 6 2 4 12 1 

CONIF 3 2 3 8 0 

IDEAM 3 1 1 5 0 

INCODER 0 0 0 0 0 

CORPOICA 3 1 1 5 0 

SENA 0 1 2 3 0 

SINCHI 3 2 3 8 1 

IIAP 1 1 3 5 0 

MAVDT 1 0 1 2 1 

MADR 1 0 0 1 0 

DNP 0 0 0 0 1 

合計 29 19 28 76 5 

（MMBN：天然林の管理モニタリング、PBN：天然林管理計画、MDBN：天
然林の多様な管理） 

出典：プロジェクト実績資料、2009年9月 
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2. コロンビア政府負担事項 
• プロジェクト・カウンター

パート（CP）要員のリスト、
プロジェクト活動の担当事
項 

• プロジェクト活動に従事し
たCP要員の推定人月数（情
報入手が可能な場合） 

• CP要員（DNP、3名）のリストはミニッツ添付報告書表2－3を参照。
 
CPの担当活動： 
• プロジェクト上半期の主要活動となった近隣諸国研修を実施する上

で、参加各機関への周知、受講生応募促進、応募受付、受講生選定
等の業務を行った。 

• 国内研修の内容を計画するために元受講生が参加するワークショッ
プ（2009年3月、Melgar市）を行った。 

• 研修内容の構想に係るCPの意向：JICAの安全管理規則により国内研
修の実施サイトが限定されている状況から、マルタ副局長は野外演
習の割愛とセミナーを主要部分とする研修内容が良いとの意見を持
つ。 

• CP3名はいずれも兼任である。本プロジェクトの活動実施に要したCP
の投入人月数に係る確たる情報は無い。 

• 政府負担のプロジェクト運
営経費：過去3会計年度 

• 本年度及び次年度(2009年
と2010年)のプロジェクト
運営予算 

• 中間評価調査団に対する上半期進捗状況のDNP側プレゼン（2009年10
月）にプロジェクト関係機関の負担予算を示した資料が含まれてい
る。近隣諸国研修参加のためのコロンビア国内旅費が主である。一
部機関（例えばIDEAM及びDNP）の情報には積算根拠が不明なものも
含まれるが、ミニッツ添付の報告書では、その合計額（約17億コロ
ンビア・ペソ（COP）≒約93万米ドル）をそのまま引用した。 

• 今後の予算負担の可能性を示す情報は不明であるが、国内研修が近
くで実施されれば、積極的に参加したいとする関係機関は多い。 

• 政府提供の施設・設備（事
務所、光熱水費等） 

• 専門家1名及び補助員1名の執務スペース（DNP本庁ビル7階）、LAN、
固定電話、光熱水費、その他安全経費等の一般的な管理費の供与あ
り。 

 

2. プロジェクト目標の達成状況 

1. プロジェクト関係14機関
のPNDF実施への関与 
• PNDFのサブプログラム全般

の実施に伴う関係機関の役
割 

• コロンビアには林野庁に相当する行政機関はない。林業生産に係る
行政はMADRが、天然森林の環境保全と資源利用に係る行政はMAVDTが
担当している。 

• PNDFの6.3章「組織開発プログラム」に、本プランの実施に際し関係
機関に求められる役割が明記されている。代表的な関係機関として、
CAR（CDSを含む）、MAVDT、DNP、MADRが挙げられている。 

• 1993年法99号はSINA（国家環境制度）の根拠法である。この法律に
より、再生可能天然資源（水、土地、天然林等）の持続的開発を目
標として、MAVDTが各CARに付与する割当ての範囲内で、資源開発の
許可等の行政をCARが行うことが定められている。この点はPNDFは
6.3章で再確認されている。 

• DNPはMAVDTと共に環境及び天然資源分野の政策・関連計画を決める
に付いて基本的な役割を持ち、また政策や関連計画実施の上で、指
導、促進、管理、評価、調整を行うとされる。 

• MADRは生産林における林業と植林分野の行政を行う。 
 

• PNDFサブプログラム6.2.3
の「天然林の管理と使用」
の実施に伴う関係機関の役
割 

 

• 本プロジェクトのPDM要約欄によれば、PNDFの6.2.3章サブプログラ
ム「天然林の管理と使用」の実施を促進するために、関連機関の要
員訓練を行うことが本プロジェクトの目的とされている。サブプロ
グラム「天然林の管理と使用」に関与する組織に対して、PNDF6.2.3
章では、関係機関が以下のような役割を果たすよう期待されている。

• 天然林の持続的利用を達成するためには、天然林の管理・利用に見
られる低水準の技術を克服する必要がある。MADR、MAVDT、CAR等は、
コミュニティと伐採製材企業が天然林利用に伴う不法行為を克服し
市場競争力を強化するに足る技術を備えるよう支援する。 

• 大学、CONIF、SINCHI、IIAP等の研究機関は、森林生態系、商用品種
の成長率、木材・非木材林産物の活用、異なった生態系に対応する
造林管理技術等の知見蓄積を行うため、基礎研究を行う。 

 
2. プロジェクト関係14機関
による普及サービス(または
技術指導) 
• コロンビア林業セクタにお

ける普及サービス体制 

• コロンビアには、アジア諸国に見られるような、政府あるいは地方
自治体が担う村落普及事業・サービスの実施体制は一般に存在しな
い。普及を所掌する政府機関もない。必要に応じて、各機関におい
て普及サービスが組織化され実施されている。 
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• CARの一般的な業務所掌 
(または任務) 

 

• CARの中で古いものはCODECHOCOのように設立が1968年に遡るものも
ある。全国で33組織を数えるCARの歴史や組織能力は様々である。こ
のような中で、全CARが、1993年法99号により再生可能天然資源の開
発許可等の行政を、また2000年を開始年次とするPNDFによりコミュ
ニティと企業に対する技術支援を、行うこととなった。この過程に
おいて今日見られるCARの組織的役割が確定されたと言える。 

• 加えて“plan de desarrollo forestall”（森林開発計画）及び“plan 
de ordenación forestal”（森林整備計画）の作成もCARの所掌であ
る。後者は、森林のインベントリー調査を含み、森林利用区分の策
定を含むもので、CARの重要な仕事の一つと考えられる。CAR の森林
整備計画の策定義務は、1993年法99号に基づくとの調査結果（千葉
短期専門家業務完了報告書）がある。またPNDFでは6.1.1章に森林の
整備（ordenación）と土地区分（zonificación）に係る行政はMAVDT
とCARが行うとされている。 

 
• 再生可能天然資源に生計依

存するコミュニティ及び企
業利用者のためのCARによ
る普及サービスの概要 

• PNDF6.2.3章に言う「コミュニティと企業が天然林利用に伴う不法行
為を克服し市場競争力を強化するに足る技術を備えるよう支援す
る」機関の一つにCARが含まれている。すなわちPNDFの視野において
は、普及（技術指導）事業はCARの所掌に含まれる。CODECHOCO 及び
CORPOAMAZONIAとのインタビューの結果によれば、このようなPNDFの
要請はCARの組織目的の一つとして理解されている。 

 
• 天然林及び他の再生可能天

然資源分野の普及サービス
に従事する関係各組織の職
員数 

• 普及事業のための行政制度が存在しないことから、関係14機関には
専ら普及事業（技術指導）に従事する普及員は存在しないと考えら
れる。 

• 近隣諸国研修を開始するに先立ち、各関係機関に対して受講希望者
数が照会されている。この照会の結果によれば、関係14機関の受講
希望者数は計113名であった。その内、CAR組織による希望者数は46
名を占める。 

 
• 関係機関によって実施され

た普及サービスの具体例 
• CORPOAMAZONIAの例：当公社の森林開発計画の主な内容は、コミュニ

ティへの技術指導、サーベイランス、林業セクターの強化である。
技術指導に際して次の条件が障害となっている。①管轄地域が22万
平方km2（日本の本州とほぼ同じ）と広大でかつ交通インフラが整備
されていない（交通は専ら河川を利用）。地域内の多くでは反政府
組織活動が活発で高レベルの暴力事件が発生している。②先住民族
のコミュニティとの社会文化の違いは大きい。当局の行政に対する
リスペクトが少ない。③資源の持続的利用の分野など、公社職員の
技術レベルに不足がある。 

• CODECHOCOの例：コミュニティへの技術開発を目的とした指導は専ら
森林整備計画の作成・実施に関連して行われる。当公社の場合、森
林セクターにおけるこのような技術指導は、CHOCO県全体で年間20回
～25回実施されている。 

• SENA（Bugaセンター）の例：要請ベースによりコミュニティにおい
て短期コース（50時間が一般的）を無料実施することがある。原生
種や生物素材（biological materials）の利用技術を指導する。生
計向上の手段として関連づける。Bugaセンターの場合、2008年には
このようなコースが8回実施された。対象者は、婦人グループやRiver 
Users Associationなど。 

 
• CARの普及サービスに対す

るMAVDTの技術支援と予算
配布 

• 近隣諸国研修に参加する受講生への国内旅費支給の実情（専門家へ
のインタビュー、2009年10月）から判断すると、一部CARの財政は潤
沢ではない。 

• MAVDTはCARが所掌する森林整備計画の作成実施を指導・支援する立
場にある。関連して必要な財政措置を講じることも求められるが、
後述の森林整備計画の作成率に示されるように、予算配布は十分と
は言えない状況が見られる。 
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3. CARの業務遂行能力（全国
33組織について） 
• 2002年から2008年の間に

CARにより発給された天然
林「伐採許可」の件数と伐
採量 

• 本設問は事前調査報告書の表6 合法的に与えられた伐採許可量1990
年‐2001年あるいは表7 CAR における天然林伐採許可登録状況1997
年–2001年を更新することを目的としていた。これは、合法的な伐採
量と実際の伐採量に懸念すべき差があることから、表6及び表7に示
される情報が天然森林管理の有効性を示す具体的な指標となり得る
と考えられたことによる。 

• しかしながら、2009年10月9日のJCCでのIDEAMの発言によれば、現状
ではIDEAMだけでは関連情報の提供が困難で、他の機関の協力が必要
とのことであった。このため本中間評価調査では、この分野の所要
情報を収集するに至っていない。 

 
• “Plan de desarrollo 

forestall”及び”Plan de 
ordenación forestall”の
目的とその作成に見られる
進捗 

 

• 森林開発計画及び森林整備計画はともに地方プランとしてCARが作
成することが求められている。これらの計画の目的は事前調査報告
書4.2.1章(4)で明らかにされている。 

• 特に各地域における森林整備計画の作成はSINA（国家環境制度）の
実施促進の状況を示す具体的な指標ともなり得る。なお、MAVDTによ
れば、2009年10月時点で森林整備計画の作成を完了したCARは全国で
6組織と少ない。本プロジェクトが対象とするCAR5組織の内では、
CORPONARIÑOが唯一完了している。作成済みの森林整備計画でカバー
されている森林面積は、全国で計2百万Haと言われる。天然林は6千4
百万Haあるので、その30%に相当する。 

• MAVDTは全県で森林整備計画の作成が完了することを目指している
が、かって新森林法（2006年制定、2008年廃止）が全国33組織のCAR
に対して2008年4月までに森林整備計画の作成完了を求めていたこ
とを考えると、以上の達成状況は過小と考えざるを得ない。 

 
4. 本プロジェクトが提供し
た研修が果たす貢献 
• 普及事業を行う関係機関に

おける、研修から得られた
技術能力の適用状況 

• 近隣諸国研修では、当初から受講生に研修成果を反映したアクショ
ン・プランの作成と実施を求めていた。アクション・プランの実施
状況は、現場への研修成果の波及を見る上で良い具体事例を与え得
ると考える。すなわち、①研修内容が本当に組織ニーズに応え技術
能力の向上に資するものであったか（プロジェクト目標レベル）、
②技術能力の向上が現場での普及活動に活かされているか（上位目
標レベル）、の両方について有益な情報を与え得る。 

• ただしアクション・プランの追跡調査は、2009年9月に実施された関
係13機関（INCODERが除かれたので関係機関は13組織となった）への
アンケート調査までは、本格的な形で実施されることはなかった。

• なお、2009年9月の関係13機関へのアンケート調査は、中間評価調査
が実施された同年10月時点では、4機関が未回答であった。対象CAR5
組織の内では、3組織からアクション・プランの実施について回答が
得られているが、回答したCARであっても全受講生について回答して
おらず、どの程度の件数のアクション・プランが実施段階にこぎ着
けたか把握することは難しい。全機関からの回答が満たされた段階
で情報を整理することが望まれる。 

 
• 近隣諸国研修受講生が作成

したアクション・プランの
例 

• 2009年9月の関係13機関へのアンケート調査の結果からは、一部のア
クション・プランの概要を得ることができる。しかしながら、得ら
れた概要からは、各地域での技術的課題にどのように対処すること
ができたか具体的内容を知ることは難しい。 

 
• 対象地域のCARが行う普及

事業に向けた、研究・研修
関係機関（IIAP、SINCHI、
SENA、CONIF、IDEAM等）が
果たし得る寄与 

• 調査研究：IIAPは太平洋沿岸域、SINCHIはアマゾン流域と、同じく
熱帯雨林の調査研究機関であっても、異なった地域と生態系を対象
としている。そのため両機関が学術・技術支援で寄与し得るCARは、
どの地域に存在するかにより、異なることとなる。CONIFは2009年に
完全民営化された。研究者12名を正規職員に持ち、地域にこだわら
ず研究や普及事業の実施が可能と言われる。 

• 研修：SENAは全国110箇所に主に産業分野の職業教育訓練（VET）を
行う研修センターを持つ。林業分野でも2箇所のセンターでコースを
開催する準備が進んでいる。他に各センターが独自に行うコミュニ
ティ対象の普及事業がある。 
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5. その他 
• PNDFサブプログラム

(6.2.3)実施のための普及
サービスに従事する他の地
域機関 

• 本プロジェクトでは、国内研修のインストラクターを養成する対象
として、CAR職員に加えて、地方自治体（県庁、市役所）、NGO、林
業企業、コミュニティ代表者等を検討している。 

 

 

3. 上位目標の達成見込み 

1. 上位目標の達成見込みは
何を持って測るか 
 
• 対象CAR5組織における森林

開発計画及び森林整備計画
の作成状況 

• 上位目標の達成が何を意味するか具体的にするためには、一つには、
1993年法99号及びPNDF6.1.1章で要請されている森林開発計画及び
森林整備計画の作成状況を知ることが参考になる。現段階では、森
林開発計画は全組織で作成済みと思われるので森林整備計画の作成
状況を追跡することになる。 

• 実績グリッドI-2-3で触れたように、対象CAR5組織の内、4組織では
まだ森林整備計画の作成が完了していない。MAVDTの見解によれば、
「完了していない」とは、各CARで作成済みの森林整備計画では、管
轄地域の全てがカバーされていないと言う意味である。 

 
• 研修受講者のアクション・

プランの実施状況 
• 実績グリッドI-2-4で検討したように、アクション・プラン実施状況

の追跡は、現場への研修成果の波及を見る上で重要な情報を与え得
る。また、その本来の意義から言えば、技術的課題が生じた場合に
フォローアップを行い、また現場情報を研修内容にフィードバック
することも可能となる。 

• なお、近隣諸国研修と同様に、国内研修でもアクション・プランの
作成・実施を求めるか否かについては、本プロジェクトではまだ結
論が出ていないように見える。上位目標の達成に直接貢献する上で、
近隣諸国研修よりも国内研修の方が役割が大きいと考える。国内研
修にもアクション・プランの作成を含め、研修内容の実用性を高め
ることで、プロジェクト目標と上位目標の距離を縮めることができ
る。 

 
• 対象CAR5組織が管轄する地

域における合法的な伐採許
可量（2002年～2008年） 

• 実績グリッドI-2-3に、天然林管理の有効性を具体的に知る上で、合
法的な伐採許可量を経年的に追跡することが有用であると述べた。
非合法の伐採量との差が大きければ大きい程管理が有効ではないこ
とになる。しかしながら、今回の調査でIDEAMからは林業分野の基本
情報が直ちに入手できないことが判明した。そのためこの分野の情
報を上位目標の指標に設定することは難しいと判断する。なお、前
述のJCCにおけるIDEAMの発言がSNIF等による情報整備が進んでいな
い状況を示すものであれば、これはこれでコロンビア林業セクター
の大きな課題の一つとなる。 

2. 上位目標の達成指標の意
味をより具体化するために 
 
• 対象CAR5組織が管轄する地

域における森林保全区の面
積（Ha） 

• 上記の森林保全区の内、
1959年法2号により、アフリ
カ系コロンビア人及び先住
民族コミュニティに属する
森林の面積（Ha） 

• 実績グリッドI-2-3で述べたように、全国33組織のCARで作成済みの
森林整備計画によりカバーされている森林面積は判明しているが、
対象CAR5組織が管轄する地域においては、どの程度の面積がカバー
済みであるかを知るために必要な情報は入手していない。上位目標
に言う普及活動が本来どのようなスケールで展開される必要がある
のか把握するためには、各CAR毎に天然林の規模を知る必要がある。

• 全国の森林保全区（RFN7：National Forestry Reservation）は合計
51百万Haである。この内44%に相当する2千2百万Haがアフリカ系コロ
ンビア人と先住民族コミュニティに属している。上記と同様な理由
により、これらについてもCAR別の内訳を知る必要がある。 

• 判明しているところでは、CORPOAMAZONIAがある。管轄地域の3県合
計で、天然林面積は1千6百万Haである。32のエスニック・グループ
から成る先住民族のコミュニティが存在し、天然林の内、約1千万Ha
がこれらのコミュニティに属している。 

 

 

4. 成果の達成状況 



－ 80 －

別添 2 

 

1. 成果1 
• 実施済みの近隣諸国研修の

受講生の計画数と実績数
（コース・所属組織別） 

• コース・所属組織別の受講生実績数については実績グリッドI-1-1の
付表を参照のこと。この表に示されるように受講生数は実績で76名
である。経過期間に対応する受講生の計画数は80名（コース開催数8
回×10名）であった。計画よりも実績は4名下回っている。計画との
対比で見ると、特にMAVDT、MADR及びSENAは実績が少ない。CARの受
講生数はほぼ計画に沿っている。 

• 事前調査（2004年～2005年）
により特定された求められ
る技術能力と現状のニーズ 

• 天然林管理と持続的利用分野における村落共同体等への普及事業
（技術指導）の実施に際してCAR等の関連機関に求められる技術能力
の分野は、事前調査の段階以来変わっていないと考えられる。 

• 近隣諸国研修三コースの研
修内容のアウトライン 

• 上記のカリキュラム 

• MMBN-INPA（2009年）、MDBN-CATIE（2009年）、PBN-CATIE（2008年）
の各コース情報（シラバスとカリキュラム要約）を入手済み。カリ
キュラムについてはCATIEの方が詳しい。 

• 研修受講者が帰国後に実際
の業務に研修成果を適用し
た事例 

• 実績グリッドI-2-4で述べたように、2009年9月に実施された関係13
機関へのアンケート調査の回答は大半が返却されているが、アクシ
ョン・プランの内容に係る記述は概して具体性に乏しく、研修成果
により各地域での技術的課題にどのように対処することができたか
知ることは難しい。 

• アクション・プラン実施状
況の追跡に用いられたモニ
タリング調査の方法 

• これまでに関係13機関に対し2009年9月に1回実施されている。この
調査は質問形式によるもので、一つの書式に組織情報等と一括して
アクション・プランの実施状況を取りまとめるものとなっている。
個々のアクション・プラン毎に活動内容を報告できるように個票の
形式を取る等して、より詳細な情報を得る必要がある。 

• 受講者による研修コース評
価結果（2007年～2009年9
月） 

 

• 研修目的の達成度を問う質問に対し、研修三コースとも、大半の科
目について平均80％程度の達成との回答がなされている。詳細内容
はミニッツ添付報告書の表2-6から表2-8を参照のこと。 

 
• 近隣諸国研修受講生の技術

能力強化に係る2009年9月
の関係13機関アンケート調
査の結果 

• 2009年10月現在、受講生の技術能力強化に係る回答は、15名分と全
体の20％に留まっているので、所属機関による評価を正しく知るに
は、今後の回答収集を待つ必要がある。 

2. 成果2 
• 講師養成予定員数 
• 国内研修で計画する受講生

の合計員数 

• ここで言う「講師」はコミュニティや伐採製材企業の現場で技術指
導を行うCAR等の要員に対して研修を行う者を指す。 

• 2009年10月時点での専門家の最新案によれば、以下のとおりである。
この案はJICA本部による判断の後、DNP及び関係機関との協議を経て
決定される。 
①「インストラクター」養成予定員数：40名（上限） 
②コミュニティ研修の予定員数：プロジェクト活動外 

• 国内研修を実施するための
関係13機関の役割（誰が何
をするか） 

• 国内研修における関係機関の役割はまだ決まっていない。 

• 国内研修を設計する上で勘
案された重要条件（近隣諸
国研修の経験から得られた
教訓を含む） 

• 国内研修の内容はまだ最終化されていないが、中間評価現地調査の
段階では、以下の事項について議論が交わされた。 
 
①太平洋沿岸域とアマゾン流域とでは、同じく熱帯雨林であっても
樹林の構成や生態系が異なるため、地域別に研修内容を設計する必
要がある。 
 
②INPAの提言あるいはCORPOAMAZONESのインタビュー結果など、野外
演習の必要性を指摘する声は強い。一方、JICAの安全管理規則によ
り、出張が許可される市であっても、その郊外での専門家あるいは
JICA負担経費による活動は許可されない。市部境界内で野外演習の
適切なサイトが見いだせるか検討が続いている。 

• 講師養成研修（TOT）の設
計：講師の専門分野、TOT
の内容 

• INPA及びCATIEにTOT講師派遣を依頼する。他に大学や主務官庁等か
らもTOT講師を得る。 

• 講師養成研修や国内研修の内容検討への助言及び適切な教材の提供
のために短期専門家の派遣が検討されている。 

3. 成果3 
• これまでのプロジェクト活

動を通して収集された天然
林管理と持続可能な利用の
ための現場に有益な情報・
データの事例 

• 受講生から提出のあったアクション・プランの中には、地域特有の
技術課題を示すものがあり、関係機関や受講生で共有する価値が認
められるとの意見がある。アクション・プランの追跡調査や国内研
修の実施を通じて、このような情報の一層の蓄積が図り得ると考え
られる。 
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II. 実施プロセス 

1. 国家政策 

調査事項 調査結果 

1. 本プロジェクトに関係す
る主な国家政策 
• PND（2006年～2010年）に見

る天然林管理と持続可能な
利用のための政策方針 

• 天然林管理については、「国土の50％近くが天然林で覆われている
が、1990年代後半の期間を見ると、農業開発、薪炭採取、伐採、森
林火災により、毎年10万Haの割合で減少している」との問題意識が
示されている（5.2.1章）。 

• 具体的な施策として、流域管理と整備に係る諸計画及びMAVDTの方針
により決められた保全地域において12万Haを植林する計画が挙げら
れる（5.2.3章）。 

 
• SINA（国家環境制度）に見

る森林管理のための組織上
の枠組 

• 1993年法99号（SINA）は、MAVDTが各CARに付与する割当ての範囲内
で、再生可能資源開発の許可等の行政をCARが行うことが定めてい
る。またCAR の森林整備計画の策定義務も1993年法99号に基づいて
いる。 

 
• 森林法（2006年）が示す天

然林管理と持続可能な利用
のための法的枠組み 

• 森林法（森林一般法）は2006年に制定された後、アフリカ系コロン
ビア人及び先住民族のコミュニティに対する事前の相談がされなか
ったことを理由に2008年に憲法裁判所により違憲と宣言され廃止に
至った。 

• これにより、SINA（1993年）、PNDF（2000年）、森林法（2006年）
と、天然林とコミュニティ私有林をも視野に入れた森林資源管理の
包括的な法制度の整備を進めてきた政府の努力が少なくともいった
んは頓挫を来したことになる。ただし1993年法99号等の関連の法律
までもが否定された訳ではなく、CARの所掌業務は従来どおり継続し
て実施されている。 

• 森林法から生産林に係る部分を抜き出した法案が2009年末に国会に
上程される予定である。 

• R/D締結以降に見られたプ
ロジェクト関連機関の変更
等 

• DNPに置かれていたPNDF事務局は他に移動した。 

2. PNDFのサブプログラム
（6.2.3）の実施状況 
• サブプログラム（6.2.3）実

現のための実行計画 

• PNDFの付属編には各サブプログラムの実行計画のリストが記載され
ている。これによればサブプログラム（6.2.3）は5件の実行計画（林
産物管理行政のCARへの統合、天然林管理・利用に係る基礎研究、非
木材林産物生産の促進、天然林の低インパクト利用、林産物輸送の
管理とフォローアップ）により実施されることが計画されている。

• サブプログラム（6.2.3）実
施に関与する政府機関とそ
の役割 

• サブプログラム（6.2.3）実施に関与する機関の役割は、実績グリッ
ドI-2-1に述べたとおりで、MADR、MAVDT、CAR等は、コミュニティと
伐採製材企業が必要な技術を備えるよう支援し、その一方では、大
学、CONIF、SINCHI、IIAP等の研究機関は、関連分野の基礎研究を行
うこととされている。 

• サブプログラム（6.2.3）実
施の進捗状況 

• PNDFの実施は当初計画どおりに進捗していないように見受けられる
が、25年間と長期計画であるだけに、PND等の国家開発計画やセクタ
ー別のプロジェクトに、その実施コンポーネントが取り込まれる形
で、今後の実施が進められて行く可能性がある。 

 

 

2. 技術移転 

• プロジェクト活動における
CP要員の役割 

• 実績グリッドI-1-2に示したように、本プロジェクトのCP要員はプロ
ジェクト活動を進める上で主に関係機関との調整等の任に当たって
おり、森林分野の技術移転の受け手とはならない。ただし政策官庁
としてのDNPの立場からは、森林行政・政策の研修対象となる。 
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• 近隣諸国三研修コースに示
される本プロジェクトの主
たる技術移転分野 

• 技術移転（研修）の対象と
なった要員・組織 

• プロジェクト開始の当初段階において、以下のように三研修コース
の構成が計画された。 
①天然林管理とモニタリング（MMBN） 
②持続的森林管理（PBN） 
③アグロフォレストリーと森林資源の持続的利用（現在のMDBN） 

 
• 事前調査報告書（10頁）に示されるマスタープランでは、以上の三

コース別に研修の対象機関を類別する考えが示されている。また、
プロジェクト・ドキュメント（3.2章）では、対象機関別（政府官庁、
研究機関、普及機関・コミュニティ）に以上の研修三分野が説明さ
れている。 

• 一方、プロジェクト開始直後にカリキュラム作成等のプロジェクト
着手のため派遣された短期専門家千葉裕起氏の業務完了報告書（派
遣1回目、2007年2月）では、受講者が定まらない中で関係機関から
カリキュラム案の合意を得ることの難しさが指摘されている。その
結果、同氏の後日の業務完了報告書（派遣2回目、2007年6月）によ
ると、「全ての要望を満足させる研修カリキュラムを作成すること
は難しく、また研修内容をより専門的にするとその内容に適した研
修参加者を揃えることが難しくなることから、研修１年目は総合的
な内容をカバーし、より専門的な内容については、２年目以降の研
修に反映させることとした」として、解決が図られている。 

 
• 三研修コースと関連組織の

研修ニーズ：受講生数は組
織ニーズを反映している
か？ 

 

• 近隣諸国研修は、以上のような経緯の中で開始された。計8回のコー
スが終了した段階の参加者累積数の所属機関別合計を次表に示す。
組織としての研修ニーズは、CARと研究機関とでは、一般に異なると
考えられるが、両者が三コースに送った受講生数には大きな違いは
見られない。 

• CEDESAM（パナマ）のコースが2回目以降CATIEによる実施に変更され
たことを除くと、コース内容やシラバス・カリキュラムに大きな変
更があったとの話は聞かれなかった。専門的視野からコース別に1回
目と3回目の内容比較をしないと結論はできないが、受講者数とコー
ス評価の結果（実績グリッドI-4-1）から見る限り、当初のコース内
容で所属機関や受講生の満足が得られていると考える。 

 
参加者累積数の所属機関別合計（単位：人、2009年9月現在） 
 MMBN-INPA PBN-CATIE MDBN-CATIE 

1. CAR 14 11 14 

2.研究機
関 

13 8 13 

3.主務官
庁 

2 0 1 

出典：プロジェクト、2009年9月 
 

 

3. プロジェクト管理 

1. 投入の管理 
• JICA専門家の専門性あるい

は投入人月数に過不足があ
ったか？ 

• 本設問についてDNPの意見を聞く機会を持つことができなかったが、
本プロジェクトが取ったアプローチ（長期専門家は研修管理と業務
調整担当、森林分野の専門的対応は短期専門家が担当）で見る限り、
長期専門家の投入人月数に不足は無かったと考えられる。短期専門
家は2008年1月以降派遣されていないが、現在に至るまでの間に、ア
クション・プランの追跡調査や国内研修の準備等の必要があったこ
とを考えると、派遣回数が不足であったように見受けられる。この
理由として、森林分野専門家の適任者の不足が挙げられる。 

 
• DNPのCP要員はプロジェク

ト活動及び運営管理に十分
な時間を割くことができた
か？ 

• CP要員3名の内1名が実際のプロジェクト管理業務を随時担当してい
る。専門家の意見では、研修コース開催の準備時期などでは人手不
足であった。そのために本プロジェクトでは、JICA負担により2009
年3月から補助員を雇用している。 
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• 政府及び関係機関による国
内研修の予算配布の見通し 

• MAVDT等の主務官庁、政府研究機関、民間研究機関、CARによって予
算措置の事情は異なるように見受けられるが、特にCARでは予算が十
分ではない考えられる。国内研修の主要対象であるCAR職員やコミュ
ニティ代表者等は、現場により近いところに位置する。研修サイト
の選定や旅費支給等で配慮が必要である。 

2. プロジェクト実施に影響
を及ぼす要因 
• JICA安全管理規則によるコ

ロンビア国内の旅行制限 

• JICAのコロンビアにおける安全管理規則により、指定された市町以
外は旅行が禁止されている。対象5CARの管轄地域で言うと、CRC管轄
地域に所在するカリ、CORPOAMAZONIA管轄地域に所在するレティシア
には出張できるが、この他は旅行が制限されている。また許可され
た市町であってもその郊外での野外演習等の活動は禁止されてい
る。当初の計画どおり、国内研修活動はこのような制限の中で実施
されることとなる。 

 
• プロジェクト当初段階にお

ける長期専門家派遣の遅延 
• 2007年2月のプロジェクト開始後4箇月を経て最初の長期専門家が赴

任した。同年11月には1回目の近隣諸国研修が開始されていることを
考えると、赴任の遅れは全体工程の遅延をもたらしていないと言え
る。これはプロジェクト開始早々の段階で短期専門家を続けて2回派
遣することにより、研修カリキュラムや三国における研修機関に対
する事前準備を円滑に進めることができたためと考えられる。 

 
• 受講生の雇用形態（契約雇

用）と離職率 
• 独立行政法人の形態を取るCARでは、人件費の一定割合を契約雇用に

割り当てている。そのため限られた正規職員を管理業務に当て、技
術系職員は契約雇用で採用しているところが多い。契約雇用では離
職の可能性が高く、研修参加には不適ではないかと危惧されていた
が、これまでの実績で見ると、近隣諸国研修受講生76名の内、2009
年10月時点までの離職者は2名に留まっている。 

 

 

4. プロジェクト・オーナーシップ 

• プロジェクが提供する研修
参加に係る関係機関の意欲 

• CODECHOCO及びCORPOAMAZONIAのインタビューの結果から考えると、
国内研修参加へのCARの意欲は強い。これは技術研修に対するそのニ
ーズが大きいことに由来すると考える。 

 
• コミュニティ及び伐採製材

企業のための普及サービス
（技術指導）の従事に係る
受講生の意欲 

• 法令上の義務である森林整備計画の作成・実施を有効に行うために
は、CARがコミュニティに対して行う技術指導は欠かせないものと言
える。他の機関にはそのような業務上のマンデートは無いが、例え
ばSENAやSINCHIでIは、積極的に普及サービスが実施されている模様
である。 

 
• 国内研修への寄与に係る関

係13機関の意欲 
• 特にSENAやSINCHIは研修施設・設備・宿舎提供等の面で国内研修に

寄与できる可能性を持つ。SINCHIには意欲も見られる。CONIFは施設
リソースを提供できる余地は少ないが人員サービスの提供に意欲を
持つ。 
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コロンビア天然林管理と持続的利用プロジェクト中間レビュー 
5 項目評価グリッド（結果版） 

I. 妥当性 
評価設問 

主要カテゴリー サブカテゴリー 
調査結果 

 PND（2006 年～2010 年）： 現行の PND には、PNDF（2000 年～2025
年）を実施するアプローチが示されている。12 万 Ha の植林計
画が PND（5.2.3 章）に挙げられていることがその例として DNP
により挙げられている。 

 森林法（森林一般法、2006 年法 1021 号）： 制定 2年後の 2008
年に森林法は、憲法裁判所により違憲であると宣言され、廃止
されるに至った。この決定の理由は、法案策定の過程において、
アフリカ系コロンビア人及び先住民族コミュニティに対する
事前の相談がされなかったことにある。この判決が本プロジェ
クトに対して直ちに影響を及ぼすことはないと考えられるが、
上位目標のレベルでは、森林の土地区分や整備計画作成におけ
る CAR の役割が、アフリカ系コロンビア人及び先住民族のコミ
ュニティが居住する地域によっては地理的に相当制限される
可能性を残す。 

 

1. 関連政策に
見る優先事項 

天然林の管理と
持続可能な利用
に向けた政策と
優先課題 

 PNDF（2000 年～2025 年）： PNDF（6.1.1 章）では、CAR の主
な所掌の一つとして、CAR が森林の土地区分や整備において一
定の役割を果たすことが規定されている。PNDF は、依然として
コロンビアの森林セクターにおける主要な国家政策として位
置づけられていると言える。 

 
• 研修のためのニーズ分析： 関係14機関に対する研修のニーズ
分析は、マスタープランのR/D、プロジェクト・ドキュメント、
2007年2月の千葉短期専門家による作業報告書及び2007年11月
の山内氏による報告書に示されるような内容により実施され
ている。 

 

2. 実施機関の
ニーズ 

実施機関：DNPと
関係14機関 
 

• 本プロジェクト実施以前の類似研修の機会： コロンビアでは、
森林管理を学ぶ質の高い研修機会は一般には存在していない。
実施期間前半において、本プロジェクトは、INPA及びCATIEに
おいて、関係13機関に対して質の高い研修機会を提供すること
ができた。 

 
 PNDF の目的： PNDF の目標に、「天然林及び生産林の持続的管
理を行って、国家開発に森林セクターを積極的に取り込み、比
較優位性を最大限に活用し、国内及び国際市場において木材及
び非木材林産物の競争力を高める戦略的なフレームを構築す
ること」と示されている。 

 従って、PNDF が、天然林及び生産林両方の最大限の活用と、持
続可能な開発の促進を意図していることは明らかである。ま
た、考慮されるべき別の観点として、プロジェクトの対象地域
（太平洋沿岸とアマゾン流域の一部）が、コロンビアでは経済
的に未発展な地域と重なっていることが挙げられる。 

 

3. 受益者のニ
ーズ 

資源ユーザーと
PNDF 

 森林開発計画（plan de desarrollo forestal）と森林整備計
画（plan de ordenación forestal）の目的：PNDF（6.1.1 章）
では、MAVDT 及び CAR が、研究機関の支援を得て、国内の森林
のゾーニングと整備（ordinance）に着手することにより、現
存する森林保全区の再区分を促進することを計画している。 

実施機関の選定  プロジェクト実施における DNP の役割： 近隣諸国（第三国）
研修の準備と実施を通して、DNP は、研修者の募集公告、研修
生の選定、ワークショップの開催及びその他の支援業務を行
い、関係機関との調整を担当した。 

4. プロジェク
トアプローチの
適切性 

研修のカスケー
ド効果 

• 本プロジェクトにおいては、2段階の研修を行なうことが予定
されている。すなわち、近隣諸国研修に参加した受講生等から
講師を選び、その講師によりコミュニティや企業への普及事業
（技術指導）に従事するCAR等の職員を研修すると計画されて
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いる。 
 

• 対象となる5組織のCARの選定理由： 2005年7月にJICAにより実
施された2回目の事前調査において、コロンビア政府からの要
望により対象となるCARが5組織決定された。これら5つのCARが
カバーする地域に豊富な天然林が存在することが選定の主な
理由である。 

プロジェクト対
象地域の選定 

• プロジェクト対象5地域における森林セクターの状況： IDEAM
から必要情報の提供が期待されたが、現地調査の時点では入手
できていない。 

 
日本のODA優先課
題との関連性 

• 日本のODA大綱（2003年）は、被援助国の自助努力を促進する
援助に高い優先順位をおいている。本プロジェクトの主要課題
は、天然林管理とその持続可能な利用に係る国家政策が効果的
に実施されるよう、人的資源を開発することである。また、ODA
大綱は、地球温暖化及び麻薬等の薬物問題を含む地球的規模の
課題にも取り組んでいる。天然林の最適かつ持続可能な利用
は、これら2つの課題の緩和に寄与することとなる。以上見地
から、本プロジェクトはODA大綱と整合している。 

 

6. 本プロジェ
クトと日本政府
の援助方針 

コロンビアに対
する援助方針と
の関連性 

• コロンビアにおける援助重点分野として、JICAは「環境調和型
社会の実現に向けた取り組みの強化」を掲げており、天然林の
持続的な管理と利用のための人材育成を目指す本プロジェク
トはその一環に位置づけられる。 

 
7. その他  2005 年以来、本プロジェクトに影響を及ぼし得る政策とマクロ

経済の変化：森林法（2006 年法 1021 号）が無効であるとした
2008 年の判決は、天然林セクターの行政に大きな影響を及ぼす
可能性があるが、本プロジェクトはその影響を受けるに至って
いない。 

 
 
II. 有効性 

評価設問 
主要カテゴリー サブカテゴリー 

調査結果 

1. プロジェク
ト目標達成の見
通し 

プロジェクト目
標達成に係る進
捗状況 

 近隣諸国研修により、プロジェクト目標に言う「関係機関の能
力」の向上とそれらの「技術指導能力」の強化に寄与すること
ができた。ただし、本プロジェクトでは、これら組織能力向上
のタスクは、受講者の人員規模と地域性の取り込みの観点か
ら、国内研修がより多くを担うべきものであることに留意した
い。 

 
 上記の理由により、プロジェクト目標達成の見込みは、国内研
修コースの構成が決められかつ実施されてはじめて検討する
ことができると考えられる。 

 
 プロジェクト対象地域では、コミュニティレベルの普及事業
（技術指導）は、主にCARにより実施されている。他にSENAや
SINCHIにより実施されているる。SENAは、研修センターの広い
ネットワークを通して、森林研修プログラムも提供している
が、プロジェクト対象地域における研修センターが森林研修の
普及にどの程度貢献しているか現時点では情報が得られてい
ない。 

 
2. プロジェク
ト目標と成果の
因果関係 

プロジェクト目
標達成に向けた
成果の寄与 
 

プロジェクト対象地域における普及事業を実現する上で、以下の
アプローチがどのように寄与できるか知ることで、成果の寄与を
検討する。 
 
• 成果1：近隣諸国研修の実施は、国内研修の準備の上で不可欠
であった。近隣諸国研修の受講者は、コミュニティに対する技
術指導に直接・間接に従事することが可能である。しかしなが
ら、アクション・プランに係る詳細情報が入手できないため、
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現時点では、受講者の具体的な貢献を把握することは難しい。
 
• 成果2：プロジェクト目標に言う「関係機関の能力」を向上す
る主な役割は、上述したように、国内研修により担われる。2009
年10月中旬現在、国内研修は準備中であり、その成果は今後に
期待される。 

 
• 成果3：本プロジェクトでは、受講生によるアクション・プラ
ンの作成を通して、森林管理の地域活動等に係る有益な技術情
報が収集できたと報告されている。 詳細は今後の調査を待つ
必要がある。 
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III. 効率性 

評価設問 
主要カテゴリー サブカテゴリー 

調査結果 

投入の進捗状況 • 2009年9月までのJICA専門家の投入：31.0人月 
• JICAにより投入されたプロジェクト運営経費：4,200万円（約47

万米ドル） 
 

1. 投入の進捗 

投入の妥当性 
 

• 人的資源（DNPのカウンターパート、JICA専門家）の投入と第三
国及び日本における研修は、投入のタイミング及び量の観点か
ら概ね適切に実施された。 

• プロジェクト開始当初（2007年2月）、JICA長期専門家の赴任が
遅れたが、プロジェクト全体工程の遅延には至らなかった。 

• JICA専門家は、執務スペース、事務備品、インターネットへの
アクセスを含む通信手段及び光熱水費を提供された。 

 
2. 成果の達成 2009年10月現在

の成果の達成状
況 

• 成果1： 2009年11月のPBN-CATIEの完了を条件として、成果1の
指標1は達成されると見込まれる。指標2と指標3は、2009年11月
のPBN-CATIEに対する評価を待たなければならないが、平均的に
は達成されている。指標4に係るデータ収集については、SIMON
の早期実施が必要である。 

• 成果2： 国内研修の準備作業は進行中である。国内研修の基本
的な枠組みは、2009年3月16～18日に開催されたワークショップ
における近隣諸国研修の受講生26人による討論等を通して構築
されつつある。国内研修を実施するため、研修サイトとして5都
市がDNPにより提案されている。研修実施の場所は、JICAの安全
管理規則に沿って最終的に決定されることとなる。 

• 成果3： 成果3を構成するプロジェクト活動は、2009年10月の段
階では、全て準備段階にある。 

 
投入の過不足 • 人員・物理的資源の投入における過不足： 

人員あるいは物理的資源の投入の過不足を原因とするプロジェ
クト実施上の問題は報告されていない。 
 

3. 投入、活動お
よび成果の間の
因果関係 

成果達成に影響
する要因 
 

成果1～成果3の達成に影響する外部要因： 
 
• 近隣諸国研修を担当する研修機関の選定は円滑に行われ、選定

された機関との研修実施に係る契約にも遅延はなかった。これ
は、JICAとこれらの研修機関との関係が、過去の国際協力プロ
ジェクトやその他の互恵活動を通して良好に築かれていたこと
に由来すると言える。 

• JICAの安全管理規則による国内の旅行制限により、プロジェク
ト対象地域が限定されている。DNPよりプロジェクト対象地域5
箇所において国内研修の開催が提案されたが、現行の安全管理
規則により、このうち2箇所に限定されることとなる。 

 
4. 他の類似プ
ロジェクトとの
協調 
 

 • 類似プロジェクトの例： 森林セクターを支援するプロジェクト
がGTZやFAO等により数件実施されている。 

• 本プロジェクトには、森林管理あるいは森林分野の研修を目的
とする他の類似プロジェクトと協調した事例は無い。 

 
IV. インパクト 

評価設問 
主要カテゴリー サブカテゴリー 

調査結果 
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上位目標達成の
見込み 

• プロジェクトのこの段階では、国内研修コース設計の主要条件
（例：プロジェクト対象地域の数、野外実習の可能性など）が
まだ未決定である。これらの条件は上位目標のスコープ（少な
くとも上位目標に対しプロジェクトが寄与し得るところ）を決
定するものであることから、条件が決まる前に、上位目標の達
成見込みについて検討することは難しい。 

 
• できる限り多くのアクション・プランをフォローすることによ

って、技術指導（普及事業）が地方のコミュニティに対して実
際のところ何ができるのか、また、どの組織が技術指導のどの
部分の役割を果たすことができるのかについて見通すことが可
能となる。 

 

1. 上位目標達
成の見込み 

上位目標醸成に
係る促進・阻害要
因 
 

• アクション・プランの作成件数 
過去2年間で、多数のアクション・プランが作成されたと報告さ
れている。しかし、相当数のアクション・プランは、資金面あ
るいは技術的な実現可能性の点で現実的でないことから、所属
先組織による承認を得られなかったと言われる。 
 

3. 波及効果  波及効果の例： 
 日本における森林行政・政策研修コースに参加した後、CODECHOCO
の代表者（DG）は、CHOCO 県において、関心を示した者に SENA
の造林技術コース（2年間）を提供し、養成された人材を活用し
て地方コミュニティに対する技術指導（普及事業）を強化するこ
とを計画するに至った。このコースは 2009 年に開始され、現在
65 人が参加していると言われる。 

 
 様々な政府機関や非政府組織（CAR、研究機関及び官庁）に所属
する職員が、INPA あるいは CATIE で行われた近隣諸国研修コー
スに共に参加した。研修コースの場を共有したことは、コロンビ
ア帰国後、関係機関のネットワークを築くことに貢献したと言わ
れる。 

 
 
V. 自立発展性 

評価設問 
主要カテゴリー サブカテゴリー 

調査結果 

1. 一般  • プロジェクトが残す裨益効果：本プロジェクトにより、近隣諸
国研修及び国内研修を通して数百人規模で人材が養成されるこ
ととなる。また、様々なサイトで国内研修コースを実施できる
組織上の枠組みが形成され、同様に、天然林管理とその持続可
能な利用に特化した研修教材と講師が確保されることとなる。

 
2. 政策面  • 天然林の管理と利用に関連するPNDFの一部は、森林法（2006年

法1021号）の無効を宣言した判決により事実上棚上げされるこ
ととなる。しかしながら、天然林の保全と資源の最適利用を求
める社会のニーズは将来とも変わることはないので、以上の状
況はプロジェクトに対し長期的影響を及ぼさないものと考えら
れる。 

 
3. 組織制度面  • コミュニティレベルの技術指導を実施するCARの所掌： SINAの

規定に従って、CARは森林整備計画の作成と実施に取り組んでい
る。森林整備計画には、地方コミュニティにおける技術開発を
促進するための技術指導が伴う。そのような技術指導は、PNDF
（6.2.3章）が求めるところでもある。 

 
4. 財政面  • CARの普及事業に対する支援：森林整備計画を実施するために、

MAVDTと地方当局により、CARに一定額の予算が配布されている
と言われる。 

 
5. 社会・文化面  • アフリカ系コロンビア人と先住民族のコミュニティにおける森

林管理： 2008年の森林法の無効宣言により明確に示されたよう
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に、これらのコミュニティ、特に先住民族のコミュニティは、
森林資源の開発や保全に係る政府の介入に否定的な態度を示し
てきた。このようなコミュニティの姿勢は一般には尊重される
べきであるが、このような状況は、コミュニティの森林で実施
される普及事業に負の影響を与えると思われる。 

 
• JCCメンバーの一人（IIAP）から、この判決は森林資源管理に係

るコミュニティの責任を明確にしたとする見解が示された。こ
のメンバーは、コミュニティとの合意形成が不可欠であると強
調している。 
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